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企業行動に関する制度論と資源ベ}ス論の統合に向けて串

一一半導体産業の先行研究レビューを中心として一一

金

1.序

近年，構造改革という言葉が流行っているな

か，半導体産業においても構造改革の嵐が起こ

っている。 1999年 1月，霧器は現代電子によ

るLG半導体の吸収合併のニュースに揺れてい

た。多くの論者は韓国の 3大財閥の中心事業

であった半導体事業の成功物語や，首尾一貫し

て韓国半導体産業の発展を影で支えてきた韓国

政府の多大な役割と財閥による選択と集中の戦

略の分析に片寄ってしまい，その根本的な構造

的脆弱性は十分に議論されてきたとは言い難

い。「韓麗財跨の神話Jを破った半導体事業に
おける成功の鍵は一体どのようなことなのだろ

うか。一方， 1980年代中盤まで世界半導体産

業をワードしていた日本の半導体業界は現在，

なぜ元気がないのだろうか。

従来，半導体産業研究の多くは，産業単位レ

ベルの分析や後発企業の成功物語に片寄ってい

たため，韓国や日本の半導体産業の構造的脆弱

性を十分に説明するには無理があった。しか

し，本稿は，先行研究のすべてを批判すること

を目的としている訳ではない。むしろ，先行研

究の限界を踏まえた上で日韓半導体産業の現状

をさらに現実的に分析するための道具を提示す

ることが本稿の目的である。

半導体産業の発展史を辿って行くと，世界半

導体産業は，米由主導の時期から日米競争の時

期へ，日米競争の時期から日本主導の時期へ，

さらに臼本主導の時期から米患の再逆転時期

へ，また韓間，台湾などアジア系半導体メーカ

泰旭

ーが浮上してくる春秋戦国時代へと変化してき

た。米国は， 1940年代から 1970年代中盤まで，

半導体産業の発展を根本的に支えた技術革新の

創出と質の高い囲内市場を土台に，世界半導体

産業を主導してきた。日本やヨーロッパ，韓関，

台湾などの半導体産業化は，米国半導体産業の

世界的拡大と密接な相互関係のなかで展開され

てきた。

では，上述した世界半導体産業の変遷過程の

なかで尽韓半導体産業の発展プロセスに関する

先行研究はどのように展関されてきたのであろ

うか。識者によって異見はあるものの，本稿で

はその大きな流れを二つに分けて検討してみる

ことにする。本稿では，国家主導型発展プロセ

スモデルや半導体産業を取り巻く制度，国際政

治的，産業(食業)環境的要国の影響に注話し

て半導体産業の発展過程を説明しようとする先

行研究を半導体藻業発展プロセスにおける制度

的アプローチと名づける。一方，半導体産業の

発展要閣を企業内部の開題から解明しようとす

るさまざまな研究も存寂する。本稿では，これ

らの諸研究を半導体産業発展プロセスにおける

RBV (ResoぽceBased View (資源ベース論): 

以下RBVとする)アプローチと名づける。本

稿では，日韓半導体産業の発展プロセスに関す

る従来の先行研究(制度的アプローチと RBV

アプローチ)を紹介し，その成果と限界を検討

する。

ところで，制度的アプローチと RBVアプロ

ーチは，それぞれ分析する要素が異なるため，

雨アプローチの融合を図らなければ，半導体産
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業分析のキー・ポイントを見落してしまうこと

になる。

従って，本稿では，企業マネジメントを分析

する視点として， 1980年代中盤から注呂を浴

びている制度論と RBVを半導体産業との関係

において検討し，本稿の分析枠組みを提示す

るO また，上記の先行研究を踏まえた上で提示

した分析枠組みをもとに，日韓半導体企業マネ

ジメント分析における研究課題を提示する。

本稿の構成は以下の通りである O まず， II節

では，制度論やRBVに関する若干の考察を行

った上で，霊節では，これまでの半導体産業に

関する先行研究を批判的に検討し，その現状と

課題を明らかにする。 N節では，先行研究を総

括し，日韓半導体企業マネジメント分析の有効

な手段として制度的アプローチと RBVアプロ

ーチの統合可能性を検討した上で，日韓半導体

企業マネジメントを分析するための新しい枠組

みを提示し，その枠組みを構成する①制度・競

争環境の変化，~企業マネジメント(経営資源

の動態的展開過程，経営戦略，経営組織)，③ 

成果について検討する。 V節では，これらの検

討に基づき，今後の研究課題を提示する。

互.都度論と RBVの現状と課題

本稿では，半導体産業の発展プロセスに関す

る先行研究の検討を制度論と RBVとの関係に

おいて論じるため，まずこれまでのRBVと制

度論に関する若干の考察を行う必要がある。

本稿の制度論では，従来経済学の分野で論じ

られてきた制度の規制的性格と経営学や社会学

で言われてきた f組織選択(populationselec-

tion)および構造的't貫性(s加 cturalinertia) J， r組
織問形化(populationisomorphism)の諸概念の

議論を含んでいる O 実際，人口生態学(Popula-

tion Ecology)や制度論(InstitutionalTheories) 

が提案した経営上のインプリケーションは，rマ

ネジメントの違いはほとんど存在しない。企業

は，何をやるのがベストであるかを考慮し，そ

こに集中しなければならない。Jもしくは， r企
業は迅速なフォロワ一戦略に適応しなければな

らない。jなど企業自らの主体的行動を考躍す

るより与えられた経営環境に順応していく企業

の行動を描いたものであった1)。

上述した制度論の基本的アイデイアは，半導

体産業の発展プロセスを説明する lつの経路

としても確立され，半導体産業を産業組織論

的，国際政治学的，比較制度的に分析しようと

する(企業や産業を取り巻く外的要国に注目す

る)流れの母体となった。

一方，本稿のもう lつの重要な理論的概念

である RBVでは，企業が保有した特殊で異賀

な資源が持続的競争優位の源泉になるとしてい

るO また，時間短縮の不経済，資源の集積的効

率性，資源ストックの相互関連性，資源の減衰，

因果関係の嘘味さのような要因によって資源ス

トックの模倣が困難であると主張している 2)。

RBV論者が提案した経営上のインプリケーシ

ョンとしては， r経営者はユニークなコア・コ
ンピタンスを最大化しなければならない。ま

た，自社の因果関係の唆味さと競合他社のコア

.コンピタンスをしっかり分析しなければなら

ない。jなどが挙げられる 3)。

半導体産業の発展プロセスを弐BVの観点か

ら分析しようとする研究は数多く存在するが，

後述するように本稿では，大きく 3つのグル

ープに分けて説明することにする O まず，後発

業者の優位性と追撃過程のところでは半導体産

業への参入時期が遅れた企業がどのように資源

の脆弱性を克服していたのかに注目する。つぎ

に，資糠の動態的展調過程のところでは，現有

資椋と未来資j原のギャップを埋めることが経営

1) Lewin & Volberda (1999) p.524. 
2) Dierickx & Cool ( 1989 ) p. 1507. Dierickx & Cool 

は，資産(Asset)という用語を使っているが，本稿

では便宜上(用語の統一牲を留るため)，資産と資

源をほぼ向じ意味として捉える O

3) Lewin & Volberda (1999) p.524. 
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戦略の展開において重要なポイントであること

を強認し，それが半導体産業における成功の鍵

となる可能性に関して述べる。最後に，半導体

産業を取り巻く他企業との協調関係を通じた資

源蓄積のところでは，装置産業である半導体産

における危険分散(riskhedging)の可能'性と

その毘に関して言及する。

韮-1.企業マネジメントと制度論4)

JE業マネジメント分析の研究を行う際に，な

ぜ制度論の検討が必要となるのか。この基本的

な問いは，本穏で説明しようとしている制度(政

府，法律レ}ル慣習，規律など)と経織(企

業など利害団体)との関係を理解するために非

常に重要な役割を来たす。

原始社会から現在の安定した社会に至るため

には随分長い時簡を要した。原始社会が現代社

会のように制度が確立されている社会であった

とは信じ難い。所有権，生活，経済活動などの

面で昔話j約はあまりなかった。だが，人々は自分

達の格瓦作用を形作るために，公式ルール，法

律，非公式な慣習や行動様式などを，自律ある

いは半自律的に制度という形態で考案した。こ

のように制度は，日常生活に構造を与えること

により，不確実'性を減少させる oNo吋 1(1990) 

は f制度は，公式的規尉の基礎となりそれを補

完するような典型的には明文化されていない行

為規範だけに止まらず，公式的な成文律から成

り立つ。公式の規則や非公式の規範は時々破ら

れるが，その場合は処罰が行われる。従って，

制度が機能することに隠する 1つの本質的な

事柄は，規則違反を確認するのに要するコスト

の高さと処罰の厳格さにある。Jと制度の概念
化に当たって，規則システムと強制システムが

4 )制度暴言に関しては，以下の文献に詳しい。
宮沢 (1988)，Zucker (1988)， Caroll (1988)，荒井
他(1989)，M訂ch& Olsen (1989)， W倉(1993)， 
榊原 (1995)，Eggertsson (1996)， Feeney (1997) ， 
金子(1997)，桑EB&回尾(1999). 

制度の特徴である，としている九また， Scott 

(1995)は現代の制度理論を次のように述べて

いる。「制度は，文化，社会構造，あるいはル

ーチンによって背負われている。制度は異なっ

たレベルで作用する(異なったレベルを影響範

囲とする)ことができると説明される。すなわ

ち，組織の下位単位内で作用することのみに限

られる制度もあれば，他方，世界システムのよ

うに広いレベルで機能している制度もある。制

度が作用するレベルの多元性と共に，制度の働

きを媒介しうる語体の多様性は，なぜ制度がそ

れほど多くの注目を集めるのか，そして，なぜ

制度は観察者の隠でこれほど多くの混乱を引き

起こすのか，双方の疑問について，その理由を

説明するのに役立つ。J6)であるから，制度を
どのレベルで分析するかによって，政治学，経

済学，社会学などの今までの研究成果と本稿と

の関連'性が吏に明らかになるのである。

従来，経営学の組織潤関係論において，制度

という概念は，企業を取り巻く環境が金業のマ

ネジメント活動を規定してしまうという観点か

ら fEnvironmentSchooIjとして分類されてき

た7)。例えば， Hannan & Freeman(1977， 1984) 

によれば，組織の基本的な構造と特徴は，その

組織が誕生してからすぐに決定されるものであ

り，環境が綴織の適合条件を決め，その条件を

満たす組織が生き残り，そうでない組織は排除

されてしまうへ

DiMaggio & Powell (1983)，山倉(1993)

によると，組織は環境の中で存続，成長し，環

境との関係の妥当性によって生存が保障され

るO このように環境は，組織に対して制約を課

する存悲であるとともに，経織行動に対して正

当性を賦与する存在でもある。彼らによると，

環境とは当該組織に対して正当性を与える他組

5) North (1990) pp.4-5. 
6) Scott (1995) pp.97-98. 

7) Mintzberg &刷strand& Lampel (1998) p.306. 
8) Hannan & Freeman (1977; 1984). 
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織や組織問ネットワーク・組織間フィールドで

ある。組織は，こうした環境への向調(confor-

mity)によって，正当性を獲得することができ

る。従って，彼らは，資源をめぐる組織間関係

ではなく，主に正当性をめぐる組織間関係に注

目する。国家や専門家団体，河業他社といった

組織が注目され，法や政治，文化を組織関関係

論として取り上げることになる。また彼らは，

他組織や組織問システムとの向識，向型化(iso-

morphism)を重視している O 組織は正当性を確

保すべく，組織が組み込まれている組織問シス

テムのル}ルや神話，価値を受け入れるのであ

る。その意味で，組織の環境に対する受動的側

面を強調している。すなわち，環境決定論(En-

vironmental Determinism)に立総した組織潤関

係論といえる。このパースベクティブでは，組

織が制度化された環境に壊め込まれている。

しかし，上述したように経営学分野で議論さ

れてきた制境と組織に関する議論の大部分にお

いては，制度と言うものは与えられた前提条件

として見なし，なぜ、制度というものが発生し，

維持されるのかに関しては注目していない。ま

た，制度そのものに対して企業が主体的に働き

かけ，自ら企業を取り巻く制度変化を模索する

レベルまで発展してきたにもかかわらず，制度

と食業のマネジメントとの関係性を解明しよう

とする研究は非常に少ない。

一方， Northを代表とする新制度主義的な制

度観は，合理的選択論の延長上に制度形成を想

定するが，それに対する批判的視覚も浮上して

いる。たとえば， Hodgson (1988)は，制度を

f伝統・習慣ないじ法的制約によって，持続的

かつ成型化された行動パターンを作り出す傾向

のある社会総織jと定義しながら，経済行動が

制度によって方向付けられるとともに他方では

ルーテイン化された行動パターンの形成が制度

の内実を形成するとしている 9)0 Hodgsonは

9) r制 son& Winter (1982). 

Williamsonの企業組織論についても，市場を自

然的なものとしてみなし，その中で企業組織の

役諮を論じていると批判している。彼は，個人

の単なる総和としての「市場jなるものはどこ

にもなく， r市場Jそれ自体が f制度jである
ことを強調する。さらに，企業組織自体の理解

でも，効率性だけでは捉えられない，としてい

るO なぜ、なら， r食業の機能は取引コストを極
小化することだけにあるのではなく，その内部

で費用の計算自体がある程度廃止される制度的

な枠組みを提供することにもあるJからであ
る10)。

いずれにしろ，制度論の根底に流れている

大きな淑流は，従来の経営戦略分野からみ

ると， r環境決定論Jに類似した概念であ
る。 Mintzberget al. (1998)が， r Environment 
SchooUと名づけた制度論の諸研究では，環境

が戦絡を規定し，綴織はあくまでも環境に従属

する受動的なものとされる ω。しかし，寺本

他 (1993)が指摘したように，組織の構造やプ

ロセスが環境に依存するという「環境決定論j

的な視点は企業の主体的な行為を見落としてい

る。今日の経営戦略研究は，こういった「環境

決定論J的な視点を乗り越え，積極的に自ら企
業を取り巻く環境に対して働きかけるレベルま

で発展してきたのである 12)。

宜一2.RBVの現状と課題13)

創始者Porterを中心に発展してきた産業経

10) Hodgson (1988) p.230， pp.294-296から抜粋.

11)陥 ntzberg& AhIs仕組d& Lampel (1998) p.306. 
12)寺本他 (1993)悶友舘 pp.3-12より修正引用

13) RBVに関しでは，以下の文献に詳しい。

Lippman & Rumelt(l982) ， Wemerfelt(1984) ， H鉛叩
sen&Wemerfelt(l989) ， Dierickx & Cool(1989) ， Ha-
mal & Prabalad (1990) ，Reed & Defillippi (1990) ， 
Gr加 t(1991)， Cha社erjee& Wemerfelt(1991) ， Bamey 
(1991; 92; 97) ，Collis (1991) ， Peteraf (1993) ， Bogner 
& Thomas (1994) ，Collis & Montgomery (1995) ， 
Sanchez &沼田ne& Thomas (1996) ，佐藤(1998)， 
伊藤 (2001).
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織論的戦略議(PositioningView)の分析法は，

企業の戦略策定に有用な外部環境分析の技法で

あった。しかし，動態的に変化する環境のなか

で企業がどのように対応すべきかに関しては，

十分な示唆を提示してきたとは雷い難い。結

果，より動態的な視点を求めて， 1980年代後

半~1990 年代初頭にかけて，経営戦略分析の

関心事は，企業の外部環境分析から企業の内部

的な経営資源と中核能力の分析へと移行してき

た14)。

企業保有資源に基づいて企業を把援する

RBV は， 1980年代以後浮上してきた理論で，

経営学における新たな領域として注目されてい

るO 勿論， 1980年代以前にも企業の成果は企

業が保有する力量で決定されるという見解はあ

った。しかし，資源を中心とした初期の理論は，

技術資源のような企業の長期的成果を左右する

重要資源に対する正確な説明が不足していたた

め，単に概念を提示する水準にとどまった1ヘ
では，なぜこのように伝統的な戦略論で既に

議論されてきた資源ないしは内部能力に関する

論議が， 1980年代以後になって再び浮上し，

焦点をあてられているのか。それは， 1970年

代以降，戦略論の中心に位置していた産業組織

論的戦略論に対する反省に起国したものであっ

た。前述したように， Porter等の産業組織論的

戦略論(PositioningView)は，企業の外部要因

によって戦略が決定されるという論理(outsideω

泊)で，企業の内部(inside)に関しては桔対的に

関心を持っていなかった。これに対して RBV

は，企業の内部から，特に食業が保有する資源

によって戦略を決定する理論である。この理論

によると，長期的に高い受益性(成果)をあげ

るためには，競争力のある資源を継続的に蓄積

しつつ，その保有資源に依拠して戦略を策定し

なければならない。即ち，産業組織論的競争要

14)金(1998). 

15) Bamard(1938).印刷ler(1977).Rumelt(1974). 

国モデルは，産業に参入する時に，まず産業構

造分析に従って産業を決定し，競争者の戦略を

分析し，参入戦略を採択し，最後にその戦略遂

行に必要な資源を把握し，獲得することを仮定

する。これに反して RBVは，各企業は資源(re-

soぽce)と能力(capabili悦 s)の面で異質であるた

め，各企業は自社が保有している資源によって

必要な戦略を選択しなければならない，という

論理である問。この観点によると，企業の成功

は，企業を取り巻く環境要国ではなく，企業が

保有している内部の特殊な資源によって決定さ

れる。河一産業に属する企業であっても，環境

変化に対応する方式は企業ごとに異なる。その

理由は，各企業の保有資源が違うからである。

従って，企業の成功には環境変化の迅速な把握

と適合した戦略の策定とが重要だが，さらに重

要なのは策定された戦略の実行である。そして

戦略を成功握に実行するためには，それに必要

な資源を既に保有しているか，あるいはこれか

らその必要資源を創出しなければならない，と

いう主張であるl九

経営資源と企業の経営成果(業績)との相互

関連性への関心の高まりが，戦略論において

RBVが流行する背景となったoRBVでは，経

営資源，組織能力の特異'性が競争優位性の源泉

になる，と想定している。 Wemerlelt(1984) 

は，経営資源を f企業に継続的に属する有形・

無形の資産Jと定義している。具体的には，ブ
ランド・ネーム，技術知識，従業員の技能，取

引契約，機械，効率的な生産方式，資本などが

ある則。

もともと， Penrose (1959)は，物的資源と

して工場，プラント，器具，工兵，土地，天然

資源，原材料，半祭品などを，人的資額として

は従業員を挙げ，資源の集合としての企業を提

16) Teece & Pisano & Shuen (1991). 
17)金 (2000).

18) Wemerfelt (1984). 
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示した附oPenrose は，経営資源の中のある種

の物は「企業外部から調達することはできな

い」としており， r内部蓄積された資源jの発
想、を持っていた。

また， Bamey (1991)は資源を f企業の効

率と有効性を向上させる戦略の策定と実行に寄

しうる，企業によりコントロールされる資

産，能力，組織プロセス，企業特性，情報，知

識などjと定義した。彼は資源の種類を物理的

な資漉，人的資源，組織資源に分類する場合，

工場，原材料，資金などの物理的な資源は把握

しやすいが，個人が持つ技術，経験などの人的

資漉と，企業構造，計画，調整，コントロール

などの組織資掠は把握が相対的に難しい，と述

べた。特に，時間の流れによって学習および選

択を繰り返しながら進化，淘汰していく過程を

生き残ったメカニズムはますます複雑となり，

その因果関係の唆味性がさらに増加していく。

このように特定視点から，環境，主体，資源の

要素がどのような過殺を経て，どのようなメカ

ニズムを形成したのか，を間果的に解明するの

はかなり難しい作業である田)0 Bameyの場合

は，資源と競争優位性との理論的関連により理

論に重点を置くのだが，彼の理論でも，競争優

位性の源泉となる資源は，企業ごとに「異質j

(heterogeneous)であり，r移転不能J(immobile) 
である，としている。

一方，伊丹 (1984)は， r多数の人々は企業
の資産を工場あるいは設備など見えるし，触れ

るし，評価できることだけに限定して定義する

傾向がある。しかし，企業が保有する技術力，

蓄積されたマーケティング情報，ブランド名，

名声，企業文化のような無形資産は企業の競争

力を構築する特にかなり重要な役割を果たして

いる。このような無形資産が持続的な競争優位

をもたらす一番重要な要国である。Jと述べて

19) Penrose (1959). 

20) B悶 ey(1991)， Lippm加&Rumelt(1982) ， Reed & 

De副 ppi(1990).

いる

また小林(1999)は，経営資源を「企業の競

争優位性確立に不可欠なアセットとケイパピリ

ティの集合であり，それは工場，設備，土地，

総資産といった実物的(tangible)な物から，企

業の名声，ネットワーク構築力，学習能力，従

業員ノウハウといった非実物的(intangible)な

物までを含むJと定義した。また彼は，実証分
析のために経営資源を 2つのサブ概念に細分

化した。まず，企業資産力(corporateasset)は，

経営資源のうち，既に企業によって所有されて

いるもので，経営戦略におけるインプットの役

割を担うものである。具体的には，財務資産，

などが挙げられる。次に，企業活動力(corporate

capability)は，企業が他社に比べてうまくその

投入材を利用できる能力に関する概念であり，

スキルやコンピタンスとも呼ばれる。具体的に

は，戦略意図構築能力，名声構築力， 1)ソ}ス

・ストレッチング，技術開発力，マーケテイン

グ能力，などが挙げられる辺)。

会業が保有する資源を大別すると，有形資源

(tangible resource)と無形資源(intangible re-

source)に分けられる。有形資掠が機械，設備

など物質的資産と財務的資産など可視的な資産

を意味するのに対して，無形資源は食業の名

声，技術，ノウハウなどの非百円見的資掠を意味

するお)。企業の内部資源に関する分類は多様で

あるが，ここでは Collisの分類を基準にして説

21)伊丹敬之(1984). 

22)小林3喜一郎(1999). 

23)企業の資源は多角化とも非常に強い関連性をもっ。

Chatterjee & Wernerfelt (1991)は，資源を機械設
備なとミの物的資源(physica1resource)，技術やマー

ケティングなどの知識資源(knowledge-basedre-

source) ，内部保有資金や負債などの財務資源(finan-

cia1 resource)の 3つの類裂で区分するのであれ

ば，物的資源，知識資源と企業外部から調達された

財務資源は関連多角化と関係深く，また企業内部か

ら議達された財務資源は非隠逮多角化との関連性が

強いという研究結果を導出した。
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明することにする。 Collis(1991)は，戦略決定

において核心的な役割を果たす資源として中核

能力，組織能力，管理的遺産を指摘している制。

RBVでは，上記のような経営資源，組織能

力などの特異性を競争優位伎の源、泉と想定して

いる。具体的には，①経済モデル(Economic

ModeI)と②組織的モデル(Organizational 

24) Collis， D. J. (1991). 
中核昔話力，組織能力，管理遺産の呉体的な内容に関

しては以下を参熊せよ。

l.中核能力

中核能力(corecapability)とは，競争企業に比べ，

特に俊れた資源および能力を意味する。IlPち，中核
能力は特定企業が保有する優越的内部力量であり，

競争者とは差別イとされると共に，事業成功の核心婆

図として作用するカを意味する。中核能力はRBV

では特に強調される概念である。

2.組織能力
組織能力とは(org間協ationalcapability)，組織が習

得した動態的臼常性(dynamicroutine)としての無

形資産を意味する。具体的には，企業の効率性と効

果牲を持続的に改善し，増進させる経営能力を意味

する。一般的に，成功より失敗を繰り返している企

業に見られる特徴のーっとして挙げられるのが組織

の僕性(innertia)である。 f震性は環境変化に円滑に
適応できなくなる涼磁であり，結条約に非生産約あ

るいは非合理的な行動様式と日常性とを組織の中に

閣議させる。これに対して，成功した企業の特徴は，

持続的に食業を改善させる方向に外部変化を革新し

て受容する組織能力を保有していることである。綴

織能力は，進化論的観点(evolutionperspective)で

特に強調される概念である。

3.管理遺産

管理遺産(adminisむ-ativeheritage)は，無形的遺産と

物質的遺産に分けられる。管理遺産は戦器各選択にお

いて組織の総約条件として主に作用する。なぜ、なら

ば，管理遺産は累積的な性格を持っているために，

食業の資産構成を外部環境要因に合わせて直ちに最

適化することは難しいためである。無形的遺産は最

高経営者のリーダ…シップ，ビジョン，組織文化，

組織構造などを意味する。また，無形的遺産は戦時告

を変化させようとする企業の意図的な努力にもかか

わらず¥戦絡変化の速度と方向を制約する情性とし

て働く場合もある。一方，物質的遺産としては工場

の立地，事務施設，通信システム，装備などがあげ

られる。初期の工場の立地が後続設備の立地決定へ

影響を及ぼすこととj可じように，物質的遺産も戦略

決定に影響を及ぼす。

ModeI)を設定した上で綴織的モデルの擾位性

を提唱しているお)。しかし， RBVは，その

要概念である経営資源や組織能力の概念が媛味

(ambiguous)であるため，その測定尺度の妥当

性や信頼性が必ず、しも高いとはいえない拐)。

Bamey (1991)は，企業の資源が戦略の成功

的な遂行の源泉となるためには次の四つの特

性，即ち，有用性(value)，稀少性(rareness)， 

完全模倣の不可能性(incompleteimitability)， 

完全代替の不可能性(incompletesubstitutabi!-

ity)が擁わなければならない，と主張した幻)。

以上の資源の特性と競争地位向関係を要約する

と関表 1のように整理することができる。

資源の特性と競争地位の具体的な内容に関し

て，より詳しく説明すると以下のようである。

①資源の有用性

保有した資源が有用である場合には，その資

源が持続的な競争優位の源泉になる可能性が高

い。資源が有用であることは，企業の効率性と

生産性を増大させるための戦略を樹立，実行す

る時に役に立つことを意味する。

②資源の稀少性

ある企業が保有している資源を多数の競争企

業と潜在的競争会業も保有していると，その資

源は競争優位の源泉にはならない。部ち，ある

資源の有用性は高いが，希少性がない場合，そ

の資源が競争優位の源泉になることは難しい。

他の企業がその資源を保有しなければしないほ

ど資源の希少性が増大して，その資掘を保有し

た企業は保有していない食業に比べて競争優位

を創出することができる。

25) RBVでは，雨モデルの業績(総資産利益率)の予

部lカを比較している。①では，事業の種類，業界の
受話率，相対的市場シェア，総資産で測った企業規

模といった説明変数が設定されている。他方②で

は，組織風土が説明変数として設定されている。

26) Hansen & Wemedelt (1989). 

27) Bamey (1991)，越東成(1997). 
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図書提糞滋の特性と競争地位

資源の特性

有用性 稀少性
完全模倣の 完全代替の 競争地位

不可青島性 不可能性

X × 

O × 

O O 

O O 

O O 

③完全模倣の不可能性

有用で，稀少な資源であって，長期的に他の

企業がその資源を獲得できない場合，即ち完全

に模倣できない場合，競争優位を持続的に維持

できる。摸散の不完全性に影響を与える要因に

は次の 3つがあげられる。a:特定資源を獲得

するためには独特な歴史的条件(企業の独特な

成長過程と企業文化の形成)，②食業が保有し

ている資源と企業の競争優位腐の関連牲に関す

る因果関係がはっきりしていないこと，③競争

優位が企業イメ…ジ，企業の対外的関係など社

会的複雑性によって現れる，ことである。

④完全代替の不可能性

企業の資掠が競争優位の糠泉になるために

は，代替資源が存在しではならない。即ち，有

用な資源であってもそれに代替できる資源が存

在するならば，その資源は相対的に競争力を失

うこととなる。

また，上述した概念を発展させて Bamey

(1997)が提唱したV思o(Value， Rareness， Imi-
tability， Organization)モデルは，組織内の一般

経営者の影響に関する研究，企業特有の力量の

類型に関する研究， Ricardian経済学に関する

研究，そして食業成長に関する経済学的モデル

などに基づいている。このモデルは，直接的に

はRBVを土台に構築され，基本的に 2つの

重要な仮定を前提にして成り立っている。それ

は，各企業が相異なる資掠および能力を保有し

ている(資源異質性)ことと，その差が棺当長

期隠にわたって持続可能なことである(資源の

× 

× 

× 

O 
O 

X 競争劣位

X i可等な競争
X 一持的な競争優佼

X !可等な競争

O 持続的な競争優位

出所 :B舷ney，J.B.(1992)p.43より筆者作成

非移動性)0この 2つの仮定に基づいてそれぞ

れの VRlOの問題に対する‘解'を求める過程

で企業の資源と受益潜在力を決定できる制。し

かし， Bamey自身も認めたようにVRlOモデ

ルは，予想できない企業環境の変化，企業成果

に対する経営者の制限された影響力，分析単位

と関連した資料の問題などの操界をはらんでい

る。

RBVは，競争優位の源泉がどういうもので

あるのかを説明してくれると同時に，競争優位

が創出され，持続していく過程を説明してくれ

る。この理論の戦略的意味は， Porterの産業構

造分析モデル，競争優位モデルでは説明できな

かった企業の競争優位創出過程および競争罷位

の持続牲をある程度，被完してくれたところに

ある。

このような保有資源に依拠する戦略ないしは

企業マネジメントの決定論理は，研究者によっ

て資源の定義が違い，論理があまりにも抽象的

に展開されるために，統一された理論体系にな

っていくにはまだ時間を要する。即ち， RBV 

も問題点をかかえているのである。企業に競争

優位を持たせる資源は，模倣も不可能で移動も

容易ではない。模倣あるいは取り引きが不可能

である資源であれば，このような資源は把握が

歯難か，あるいは成功裡に資諜が形成された要

閣が不分明なことになる。従って，われわれが，

28) Barney (1997). 
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資源が競争優位をもたらす要因であることに気 会業の日本における生産が本格化したが，上位

づくのは，そのような資源を保有した食業が競

争優位をもって成功した持である。また， RBV 

では，企業がどのような資源を保有しているの

かという問題よりも，そのような資源を獲得

し，蓄積していける能力はどのようなものであ

るか，またその能力がどのような過程を通じて

創出されたのか，が最も重要で、ある，と強調し

ている。このように企業の核心資源として単純

に企業が保有する有形，無形の資源ではなく，

そのような資源を開発する能力(dynamiccapa-

bilities)を強調しているために，資源の概念が

あまりにも拡張されすぎた面もある刻。

m.半導体産業発展プロセスにおける制度的ア
ブローチと RBVアプローチ

以上，簡略に制度論と RBVの現状と課題を

考察したが，半導体産業の発展プロセスを，会

を取り巻く外部的要因と企業の内部的要閣か

ら解明しようとする研究も，さまざまな論者に

よって展開されてきた。本稿では，これらのア

プローチ(半導体産業発展プロセスにおける制

度的アプローチと RBVアプローチ)を各々大

きく三つのグループに分けて説明することにす

る。まず，半導体産業発展プロセスにおける制

度的アプローチを全会討してみよう。

車-1.半導体産業発展プロセスにおける制度

的アプローチ

1 .産業組織論的接近

佐久間 (1998)は，日本の半導体産業を産業

組織論的観点から分析している。彼によると，

日本の半導体産業では， 1970年代から国内の

上位 10社の構成に変化はなく，さらに， 1980 

年代以降では，国内の他産業からの参入と米国

29) Teece & Pisano & Shuen (1997). 

5社の構成は同じで，その順位も国定してい

る。半導体上位企業関の製品梼発戦略の類似性

だけではなく，後発工業国企業の参入によっ

て，日本企業が競争的優位を持つメモリ分野で

は，国際的にも激しい設備投資・価格競争が展

開されていた。技術的機会の大きな分野におけ

る既存企業間の戦略の類似性と高い移動・参入

障壌の存在は，市場と技術環境の変化に対する

産業全体の適応力の低下を意味している O 企業

と産業が動態的に発展していくためには，既存

企業にとっては，研究開発の方向性を他の企業

と差別化して，新たな活動領域を開拓していく

方向への戦略転換が必要であり，また，新たな

技術能力を持つ企業の参入を促進する技術移転

と金融に関わる制度の革新が緊急の課題になっ

ている制。

Wilson & Ashton & Egan (1980)は，米国

の半導体産業を分析した上でいくつかの結論を

導出している。それは，半導体企業の戦略的棺

違性が強烈な競争を誘発していること，技術競

争が各社の競争プロセスに先行して行われるこ

と，半導体各社は各々の特性は異なるもののい

くつかの戦略的グループとして分類できるこ

と，である。彼らは，半導体産業における政府

の産業政策の役割に関しでも重要な言及をして

いる。半導体産業発展の初期段階において，政

府の資金援助や産業政策の重要性を認めるもの

の，一方的な政府主導型産業育成策には疑問を

投げかける。少数のInnovatorは，他者が政府

主導型のプログラム通りにR&D投資などを行

っている時に，自社の経営資源を集中させ，成

功をとげるケースも少なくない。結局，各社は

自社が保有している経営資源と戦略的MIXを

考癒した上で，最終的意思決定を行うのであ

る。しかし，彼らも政府の産業政策が半導体企

業に及ぼす産接的かっ間接的影響力に関しては

30)佐久間(1998). 
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完全に認めている。彼らは，産業政策立案者が 部的な経営資源と中核能力の分析へと変わって

このような藍接的および間接的影響力を勘案し きた制。

なければならないと主張している3ω1)

瓦M保etl白le(1992) ，は土， DRAM市場における産業

構造と企業サイズ，需要および技術的影響に控

目し，財政的かつ情報的資源が増える結果とし

て技術的イノベーションが発生すると述べた。

また，大規模企業の方が技術変化の激しい

DRAM市場においてイノベーションを起こし

やすいと述べた。尚， DRAM市場の需要の変

化は直ちに企業の参入および撤退に影響を及ぼ

していることから，半導体産業の産業特性が半

導体企業のイノベ…ションに及ぼす影響まで明

らかにしたお)。

Chang (1996)は， PorterのS…Forcesモデ

ルで世界半導体産業構造分析を行った。 5-

Forcesモデルによる分析は，半導体産業構造

の理解を容易にし，半導体産業全体の受益率が

なぜ、高いのかあるいは低いのかを効果的に説明

する有汚な手段である O しかし，このモデルに

対するもっとも大きな批判は，半導体産業構造

分析が静態的であって，競争と産業構造が動態

的に変化する時の経営戦略を具体的に提示する

ことが難しいというものである。もう 1つの

問題点は， 5…Forcesモデル自体が企業開の具

体的な競争戦略を反映していないことであ

るお)。

Porterは，会業の戦略策定に有用な外部環境

分析の技法を提示した。しかし，動態的に変化

する環境の中でどのように企業が対応するかに

関しては具体的な実践方向を提示してくれなか

った。このような限界意識から， 1980年代後

半から 1990年代初頭にかけて，経営戦略分析

の関心事は，企業の外部環境分析から企業の内

31) Wilson & Ashton & Egan (1980) pp.101-102， 
pp. 177-178. 

32) Methe (1992). 

33) Chang (1996) pp.102-104. 

2.国際政治学的接近

Okimoto & Sugano & Weinstein (1984)は，

半導体産業を取り巻く政治的側面を分析してい

るO 彼らは，政府が寵接・爵接に関与すること

の必要性および関与の相対的効果は，時期と状

況によって異なるとしている。半導体産業発展

の初期段階において，日米両国の政府の直接的

な影響力が産業の発展により，間接的な影響力

に変わって行くことに注目した。例えば，軍需

依存だった初期の半導体産業の特徴は，産業の

成熟とともに純粋な商業志向に転換し，政府の

直接援助の効果はしだいに薄れて行くことにな

る。特に米国における研究開発調整や資金調達

の面をみると米国の半導体産業の発展には，政

府の全面的なパックアップが先行していたこと

が分かる。一方，日本の場合は，米国と比べて

半導体産業に参入した時期そのものが遅れてい

たのではなく，積極的に半導体産業に取り組む

時期が運れた追随的な企業マネジメントをとっ

ていたため，政府の役割も米国とは若干違って

いた。すなわち，米霞政府が自国半導体産業育

成のために用いた標準的な政策手段，すなわち

技術の押上げと市場需要の創造だけでは，追随

メ}カーを世界的競争の最先端に押出すことは

できない。そこで臼本政府は，つぎの 3つの

手段で開発のテンポを上げたのである。すなわ

ち， (1)さまざまな制度的チャンネルを通じて，

政府と産業界の意志の線通を留り，密接な協力

関係を打ち立てること， (2)予算の配分，金融機

関の規制，貨幣政策と財政政策によって，金融

面から開発を促進すること， (3)半導体産業政策

を，包括的な産業計画の一部として統合的に考

えていくこと，であった。日米の政府の半導体

34)金(1998). 
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産業に対する政策に共通するのは，産業の初期

段階での政府の影響力は両国ともに非常に強か

ったが，衰退期に入るとその影響力が徐々に弱

くなってくることである制。

半導体産業を留際政治学の観点から分析した

趨 (1994)の論文は，既存の諸研究とは異なっ

て，韓国半導体産業発展の国際的背景に関する

分析を研究目的としている01960年代の中盤，

米国と日本企業の韓国に対する級立生産投資を

きっかけにスタートした韓国の半導体産業

は， 1980年代の初盤まで基本的に海外主導組

立生産の水準に止まっていた。しかし， 1980 

年代に入ってから韓国大企業(財閥)の競争的

参入により，半導体生産への“跳躍"が本格的

に模索され始めた。当時，韓国の食業が参入し

たDRAM市場は日本企業によって支配されて

いた。また， 1980年代中盤の世界半導体不況

が原田となり，韓国の大企業は，霊長直統合の利

点があったにもかかわらず，半導体産業への成

功的参入に苦労していた。しかし，韓国の半導

体産業は半導体産業の主導権を巡る日米開戦略

的競争のなかで， 1980年代中盤以降，莫大な

“経i斉的かっ技術的機会"を獲得することがで

きた。

趨は，韓国半導体産業の発展にもっとも大き

な影響を及ぼした国襟競争環境の複合的かつ動

態的性格を戦略的競争の概念枠組みを用いて説

明しようとした。戦略的競争は経済的かっ軍事

的に重要な役割を担っている半導体産業のよう

な高度技術部門において，食業と閤家の行動を

把握する適切な概念である。生産設備と研究跨

発に大規模な資本投資が要求される半導体産業

においては，多数の企業の参入によって形成さ

れる完全競争市場より少数の大規模企業が参入

する不完全競争市場が形成される傾向がある。

このような不完全競争市場において，各企業の

行為は相手に藍接影響を及ぼす戦略的関係

かれる。また，半導体産業は由民経済と国家保

35) Okimoto & Sugano & Weinstein (1984). 

安に重要な合意を持っており，国家も自国企業

の生存と受益増大のために影響を及ぼす努力を

しているために半導体産業を取り巻く戦略的競

争はより複雑な局面を見せている。

1980年代中盤，メモリ市場における日本の

市場支配を懸念した米国は，半導体産業におい

てそれまでの自由貿易論の原則から逸脱し，戦

略貿易政策を採択する。米国の戦略貿易政策の

自擦は，世界半導体産業における全般的

権の回復にあったが，メモリ産業ではより具体

的な動きを見せた。メモリ部門における米国の

自擦は，日本の市場独占支配をゆるがして多数

の国家や企業が参加する競争的市場構造の形成

だ、った。この目標は米国の企業が大部分撤収し

ていた DRAM部門において明らかに現れた。

その結果，特有の効率的な生産体制にその基盤

を置いた日本の半導体企業の低価格戦略が阻止

され，半導体産業における韓・米の戦略的協力

関係が形成された。韓国の企業の DRAM市場

への参入と成長の影には，米国の DRAM市場

における「日本企業の市場独占牽制Jという重
要な要因が存在していたのである。米国は韓間

企業の米国i輩出を奨励し，また米国会業の技術

移転と委託生産契約は，大規模な遊休設備を保

有していた韓盟半導体企業の参入初期の経済的

.技術的参入障壁を打開したOこのように，1980

年代の半導体産業における韓・米関係は，全般

的な韓・米関貿易関係とは異なって，独特な性

質を持っていたのである O

趨の分析は， 1980年代までの韓国の半導体

産業発展に関する既存のアプロ…チがもってい

る問題点を指摘している。垂直統合企業の優位

性や国家の積極的な支援を強調する多様な先行

研究は，半導体産業の主導権を巡って展持され

た日・米間戦略的競争の文脈とそれと密接に関

連して形成された半導体産業における韓・米間

関係の性格を見落としているのである制。

36)越 (1996).
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3.比較制度分析的接近

一方，半導体，造船，鉄鋼産業のような国家

基幹産業においては，その産業を取り巻くさま

ざまな外部的要因のなかでも，制度は考憲しな

ければならない重要な側面である。論者によっ

ては，もうグローパル競争時代に入っている現

段階で，なぜ制度を患家基幹産業をとりまく重

要な変数として取り扱わなければならないのか

と反論するかもしれない。しかし，東アジアの

諸毘におけるハイテク産業発展の例を考察する

と，これまでのほとんどの研究において強調さ

れてきたのは，国家主導型の強力な康業政策の

もとで民間企業が，政府が作成した計画通り行

動を行ってきたのが成功の大きな原菌であった

という論理である。しかし，青山 (1999)，金

(2000)が強調したように，産業i立政府の政策

のみによって形成されるわけで、はなく，政府と

民間部門の格互作用を通じて形成される3九

山(1999)は，特定の歴史的，社会的条件下で

政府，民間双方の制度やシステムがどのように

連関しながら(競争と協力を内包する)分業を

軸とするネットワーク型産業を形成してきたの

か，また，産業のネットワーク構造がどのよう

に半導体産業に適しているかを分析した。青山

は台湾の半導体産業形成における政府の役割に

関して次のように述べている。「日本や韓国の

半導体産業が垂直統合することで，宮大な資金

が必要となり，銀行借り入れあるいは資本市場

からの資金調達に依存したのに比べて，台湾の

半導体産業の資金調達ではベンチャ…・キャピ

タルが活躍するところに特徴がある。そして，

台湾政府はベンチャー・キャピタルへの出資を

強化している。このように見てくると，半導体

産業に関して台湾政府が行った施策の結果は，

ちょうど情報処理において集中型と分散型が存

在すると向様に，半導体生産においても集中型

と分散型が有り得ることを立証したといえよ

37)青山(1999)，金 (20∞).

うO 分散型は，構成ユニット照の自己調整機能

(コーデイネーション)がうまく働けば，集中

型よりリスクが低く，外部からのショックをよ

り多く吸収できるシステムである。政府の施

策はこの自己調整機能の触媒的補完であっ

た。J
金 (2000)は，代表的な韓国半導体企業の経

営を実証分析し，韓国政府と民指企業の相互作

用に詮日しながら， r国，政府の役割あるいは
一般企業に対する規制や関与の程度は，閣の歴

史やその国が震かれている環境に従ってうまく

連動しなければならない。Jとしている制。従
って，各国の政府の役割や一般企業のマネジメ

ントの連動性まで論じるためには，制度分析ま

で視野に入れなければならない。比較制度分析

は現存するさまざまな制度の比較分析を行うも

のであり，その根底には，

(1)制度がわれわれの経済活動の中で重要な役

割を果たしている。

(2)われわれが作り上げている制度にはさまざ

まに異なるものがありうる。

という認識が存在している。比較制度分析は，

経済主体は「合理的であろうとするが，その合

理性には限界があるJという， Simonによって
概念化された「限界づけられた合理J性(Iirnited

rationalit)川ないしは「限定合理性(boundedra-

tionality) Jを，より明示的に出発点として取り
上げる制。比較制度分析は，社会の各構成員が

自己利益に基づいて行動する状況で，情報の非

対称性や不完全性が生み出す国難を解決する仕

方の違いとして経済システムの差を理解しよう

としている O 本穏では，幅広い比較制度分析の

領域のなかで，特に政府と企業関係の比較制度

分析に注目したい。青木，奥野 (1998)による

と，現存する政府の形態をいくつかのタイプに

分類することができる O 下記， 3つのタイプの

38)金 (2000)，金 (2001)-A ，金 (2001)冊B.

39)青木(1996)p.12. 
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なかで研究対象である日本，韓国の半導体企業 めに集中させたい時に，自らの持つ強力な主導

はどの政府と関係しているのか。この問題に対

する答えは，本稿の分析枠組みの主要構成要素

である制度の具体的なイメージをもっと理解し

やすくしてくれる。では，青木他の政府分類を

詳しく見てみることにしよう。

(1冷盆威主義型政府

三権および行政府の各部局が f最高権力Jに
支配されている「強力jな政府形態。民間企業

は，最高権力に直接影響力を行使することで，

自らの利益を実現しようとする。東アジアのい

くつかの国々で見られる政府形態である。

(2)関係依存型政府

三権分立の程度は低く，特に立法と行政の統

合度が高い一方，司法プロセスの有効性は抵

い。行政府の各部局の管轄は縄張りによって厳

密に区分けされ，各部局と管轄内の民間企業・

事業者自体腎で長期的関係が形成されている。

この縄張り問士のチェック・アンド・バランス

機能によって，独占的な政治支配が排除されて

いる。 B本の政府形態として理解できる。

(3)ルール依存型政府

王様分立の程度は高く，行政府の各部局は中

央集権的に組織されている O 三権分立の結果，

立法府による立法は裁量の余地が少なく，司法

の独立性も高い。しかも，行政府の各部局の管

轄が厳密に区分けされていないため各部局の競

争も激しく，民間は，行政府に対して相対的に

大きな交渉力を持っている。行政より立法の果

たす役割が高いので，民間は立法府における政

治活動を重視する。アメリカの政治形態はこの

ように理解できる。

3つのタイプの政府形態のそれぞれに独自

の長所，短所がある。三権が分立的なルール依

存型政府では，事後的なルール変更の可能性は

低く，したがって企業の事前の投資活動の誘因

をそれほど阻害しないという利点があるが，ル

ール変更が必要な状況でも事前ルールに縛られ

る恐れがある O 他方，権威主義型政府は，特定

産業の育成のように一留の資源をある目的のた

権を用いてマクロ的調整を達成しやすい。ただ

い一部政治勢力の独裁や政治腐敗の可能性が

大きいことが弱点である。また関係依存型政府

は，政府と企業関の長期的関係に恭づくルール

変更の余地を利用して，事後に生じた問題に柔

軟に対応できるという利点を持つ。また，長期

的関係のさ当事者のみに観測可能な情報を政策決

定において利用できる。しかし，縄張りのため

に少数の関係者が結託し，新規参入や消費者利

益が阻害される可能性がある。

政府の制度的構造，つまり三権分立の程度や

政府・企業情の長期的関係の有無などが，資源

配分に望ましい影響を与えるか苔かは，経済が

置かれた歴史的な環境や，それと祷完的な員跨

経済組織があるか否かにも依存する制。

いずれにしろ，半導体産業の発展プロセスを

より現実的に分析するためには，半導体産業を

取り巻く制度的要国の考憲は欠かせないものと

思われる。しかし，分析の焦点を制度論的側面

に合わせると，今度は半導体企業自らの葱新性

や創造性を見落とす結果となってしまう。

制度論に批判的な Oliverは最近の文献で，

組織は多様な「戦略的対応jにより，圧力に立

ち向かっていると指摘している。そしてそのい

くつかは，受動的な}II貢応、を超えるものだとして

いる。これには次のものが含まれる。①黙従(完

全に制度上の圧力に屈服すること)，②妥協(部

分的に圧力に応じること)，③国避(JII資応する

必要性を排徐しようとすること)，④反抗(制

度上の圧力に対して積極的な抵抗を示すこ

と)，⑤操作(圧力を緩和，ないしは変える

み)0 Oliverの指摘は，制度論から離れ，戦略

的計画のように，より穣極的な戦略的姿勢に向

けられている41)。

40)比較制度分析に関しでは，以下の文献を参照
青木&奥野(1998)，Milgrom & Roberts (1992)， 

青木(1995)，Williamson (1975)，今井 (1982). 

41) Mintzberg & A1出仕組d& Lampel (1998) p.306. 
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関表 2:先発業者の利益対後発業者の利益

源泉
先発業者の{憂佼性 後発業者の優位性

(後発業者の劣伎役) (先発業者の劣位性)

1.市場/消費者 交換費用 消費者趣向の変化

技術の変化

フワ ライダー効巣

2.競争 先売権 現状維持の慢性

3.企業 学習効来 高度レベルの情報

出所:Cho et al. (1998)， p.493より筆者作成

亙-2.半導体産業発展プロセスにおける

RBVアプローチ

以下では，半導体産業の発展プロセスを企業

内部的な要国から探ろうとする先行研究を，い

くつかのグループに分類して検討する。論者に

よって異見があると思うが，本稿においては大

きく 3つのグループに分けて説明することに

する。

1 .後発業者の優位性と追撃過程叫

参入時期制iこよる企業成果の差に関しでは，

さまざまな論者によって論議されてきた。しか

し，今までの議論の大部分は， first mover' s ad-

vantage (先発業者の優位性)にその焦点が当

てられていた。この現象は，韓国の Choを含

む研究者が「どのように後発閣の企業が先発盟

の企業と競争し，その臨界を克服し，成功した

のか?Jを研究するきっかけとなった制。彼ら

は先発業者の優位性と劣位性に関する先行研究

を3つの領域，部ち企業，市場，競争者の観

点、から検討した。また彼らは，成功的な後発業

者の戦略に後発業者の劣位性を克服する戦略

42)この先行研究のレピ、ユーは，徐 (1995)をもとに作

戒したものである0

43)企業の参入持期は，一般に rJi:::業の内的な婆図Jと
して扱われない場合が多いが，本穏においては，資

源の範闘を拡張し，企業の参入時英語が生み出す優佼

性も資i療の範鴎に入れることにする。
44)この先行研究は， Cho&Kim&関lee(1998)に

3毒づいて作成されたものである。

と，後発業者の優位牲を活用する戦略とがある

と説明した。

特に彼らは，半導体産業において後発業者で

ある日本と韓国が先発業者である米国を追撃す

る過程に関する，後発業者の経営戦略を取り上

げ，集中的な分析を行った。

Kerinは「先発業者とは，ある生産物あるい

はサーピス分野で最初に開発および創造して参

入するものjと定義した。前述した Choet al. 

(1998)は半導体業界内の日本と韓国の企業を

「後発業者jと，米国の企業を f先発業者Jと
定義した。彼らは理論的前提条件として次のよ

うな論点を設定するため関係文献を検討した。

1.企業は先発業者の優位牲と後発業者の劣位

性とをもっている可能性が高い。

2.後発業者は先発業者の優位性あるいは後発

業者の劣位性を克服する余裕を持ってい

る。

3.上記は，後発業者が現悲の 1)ーダーを迫撃

する退程を，前後連関性を持って説明する

ことを可能にする。

韓国の Choet al. (1998)は先発業者の利益

に対する後発業者の利益を図表 2のように整

理した。

要約すると，次のようである。

先ず，市場(消費者)は後発業者より先発業

者の方により多いビジネスチャンスを提供す

るO 一方，リスクを恐れず，新技術を保有する

後発業者にとってはフリーライダー効果による

利益がある。

次に，競争の面では，先発業者は「先売権J
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関表 3:後発業者の劣位性を克服する戦絡

後発業者の劣佼性
後発業者の劣佼性を克服する戦略 証拠

(先発業者の優位性)

1.市場/消費者 集中化 交換費用が低い襟準，汎ffl半導体製
交換費用 品に転換
消費者ロイヤルティー (日，韓の企業河方に該当)
不確実性
取り引き費用

2.競争 低いマージンあるいは損失に耐える 低コストと低価格で市場に浸透する
先ラ号機 戦略
インプット要因
製品の質
市場でのチャンス

3.企業 幾模づくり
学習効果
技術分野での
リーダーシップ

学市場習経の験複雑曲線さ効果
を克服

による利点を持つ反面，市場に参入して自分の

資源を市場の要求に従って発展させていくため

にサンクコストが高くなる。

最後に，企業の側面から見ると，先発業者は

学習経験曲線効巣を持つ。一方，後発業者は情

報習得の簡で経験と資産との分割ができる。

Cho et al.は韓国と日本とを閉じ後発業者

(Iatecomer)グループに分類した。また，後発

業者の戦略を「後発業者の劣位性を克服する戦

略Jと「後発業者の優位性を活用する戦略jと
いう 2つに分けて説明した。詳細な内容は次

のようである。

図表 3に示してあるように，先発業者は交

換費沼による市場先取の利益を得ることができ

る。また，後発業者は，薄利販売あるいは損失

に耐える戦略によって，後発業者の劣位性を克

服し，規模づくり(ボリュ…ムビルデイング)， 

規模の経済によって後発業者の劣位性を克服し

ていく。一方， r後発業者の利益を活用する戦
略Jに関しては図表 4のように示している O
Cho et al.によると，後発業者には，既存の

ルールを破壊しながら，先発業者を迫撃してい

く傾向がある。ひとつの例として，韓患の半導

体会業は「無知は勇気jという韓冨のことわざ

(韓国の企業)

学習経験曲線効果による規模づくり
(日，韓の企業両方に該当)

出所:ibid. ，p. 501より筆者作成

通り，常識では考えられない果敢な戦略を採択

した。半導体議業は製品寿命が他産業と比べて

短いためには年半から 2年位)，戦略を立

てる時，時間の圧縮を考えなければならない。

そのために後発企業は戦略提携による積極的な

技術移転，ベンチマーキングなどの経営戦略に

走る場合が多い。また，食業戦略あるいは事業

戦略を立てる企業において，資源移動は重要な

役割を来たしている。特に半導体産業において

後発業者であった臼本と韓国の食業が借入資本

で企業競争力を高めていたのは事実である。野

中他 (1994)は，日本の半導体企業を含む百本

企業の系列システムが社会的相互関連性(social

interaction)を通じて知識の交換をうまく遂行し

ている，と述べた45)。このような相互補助シス

テムは，日本では系列システムという形態で，

韓国では財閥という形態で現れており，戦略策

定の大きな変数と考えられる。さらに韓患の場

合には，創立者の企業家精神(entrepreneurship)

が戦略策定に大きな影響を及ぼした。

徐(1995)は，韓国半導体産業発展における

45)野中郁次郎 (1994).
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図書提 4:後発業者の鎌位性を活用する戦略

後発業者の優位性
後発業者の優位伎を活用する戦略 註 拠

(先発業者の劣位性)

1.市場/消費者 時間圧縮，人から人への技術 市場低迷期に積極的な投資を行う。

浪費者趣向の変化 移転，ベンチマーキング (韓関の企業)

技術の変化 先発業者より早い工場建設

フリーライダー効果 (日，韓の食業)

戦略的提携による技術移転

2.競争 新技術，新装震における攻撃的 理想的なモデルの選択と模倣(日，

な投資

3.企業 資源の影響力

追撃過程を理論的に分析し，特に後発企業

(毘)の戦略を具体的に論じた。彼は，Penrose， 

Schurnpeter， Hirschman等の先駆的な研究を援

用しながら企業の資源配分戦略に焦点をさ当てて

韓国の半導体産業の迅速な追撃過程を分析し，

発展の戦略について考察した。つまり，ミクロ

レベルでの戦略を戦にして企業成長を説明し，

そこから産業の動態的な成長，発展を描いてい

る。今までに食業戦略という観点から産業発展

のダイナミズムをつかもうとした理論的，実証

的研究は数多くなされてきた。しかし，その大

半は新たな技術や需要の内生的な創造過程とそ

こから生まれる企業成長や産業発展のメカニズ

ムを究明しようとするものであった。つまり，

これらの研究はフロンテイアを切り額いていく

先進国における産業発展のパターンをモデル化

したものであり，追撃を目指す後発閣の発展プ

ロセスを説明するものではなかった。

徐は上記のような視点から出発して，後発閏

の先端技術産業への参入と進化過程を描いてい

る。企業の参入戦略と成長から出発して，産業

としてどのように成長，進化していくかを追い

ながら，その背後にある論理とメカニズムを明

確にしようとするものである。韓国の半導体産

業は後発国が先端技術産業に取り組んで早い追

を遂げた好例であり，またそこには追撃過程

のイニシャル キック (initialkick)から産業と

して成長と変遷を遂げていく動態的な過程が見

畿の企業)

跳躍のための内部需婆と需要Buffer
(日本の企業)

有効資源の相互支援(韓関の企業)

出所:図表 3に向じ

られる。であるから徐は韓国半導体産業を分析

対象にしているのである。また韓国半導体産業

の分析は，後発国における先端技術産業への参

入と事業展開の戦略，企業の成長，産業の発展，

進化を説明するひとつの分析視点を提示する。

この分析は，前述した後発業者の{憂位性(Iate

comer' s advantage : Cho et al.) と密接に関

連しているのである O

徐は，韓国の半導体産業の急激な成長と迅速

な追撃は， rグロ…パル新結合J，r焦点化と集
中化のアンバランス戦略J，r向期化という飛躍
の発想、jをキーワードとする追撃過程での創造

的破壊の典型であるとしている。最終的に，彼

は韓国半導体産業の分析から若干のインプリケ

ーションを提示した。それは水平的霞際分業シ

ステムの構築，グローパリゼーション，技術学

習，経営管理システムに関するインプリケーシ

ョンと後発国の追撃過程の特鍛，つまり競争圧

力が存在しないことである。

2.資源の動態的展開過程と半導体産業発展

他産業と向様に，半導体産業においても，中

核的資源の保有，創造は企業発展の重要要素

(key factor)である。しかし，最初から半導体

産業に関する基盤資源が乏しかった東アジア諸

国における半導体産業の発展プロセスを説明す

るためには，現有資源を考癒した適切な経営戦

略や組織の還期などの常識的な発想、を乗り越
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図表5:資源レバリッジの発展段階

第一段階:発展の土台作り

技術確保，知識，契約の確保

第劉段階:発展の持続

産業構造.R&D能力，イノ

ベーションの社会構造の形成

え，半導体産業における資源の動態的展開過程

(dyn出世cdeployment process of resource)を

考祭する必要がある。

趨&Mathew (2000)は，東アジアにおける

半導体産業の形成に関する最近の研究で，東ア

ジアにおけるハイテク産業の凄まじい発展は図

表5の4段階を経て形成されたとしている制。

第 1段階において，東アジアの諸国は随分

長い準備期間を経て半導体産業に参入したと彼

らは分析している。十分なスキルと財政的資j震

が半導体産業進出の原動力となったのである。

特に，国内教育，海外からの人材導入，海外か

らのスペシャリストの採用，高度なトレーニン

グスキルと施設の導入など，さまざまな方法を

用いて研究の基盤が確立されていた。このよう

な準備期間は，技術集約産業における成功的な

出発のための前提条件となる。このような「能

力吸収Jがなければ技術移転は始めから失敗し
てしまう。

第 2段階に入ると，技術ライセンシングと

共開研修を通じて技術移転が活性化する。例え

ば，技術提携，共関開発，その他のネットワー

ク，ジョイント・ベンチャー，小規模会社の買

収などがある。

第 3段階に突入すると，産業発展成功の鍵

は，半導体産業のグループや制度的インフラや

46) Cho & Mathew (2000) p.90. 

第二段階:発重量のための種まき

技術獲得，資源リパリッジ，適応と隠発

第三段瀦:発展の拡散

財政的資源，企業発展，製品露首発，イン

フラが会社の新技術養成をサポート

出所:Cho&Ma偽ews(2000)， p.90より筆者作成

支援の枠からある特定の会社が脱皮し，密際的

な競争をはじめるところにある。

Van De Van & Garud (1989 ; 1993)が強調

したように，産業とは独立的に製品を生産する

会社のグループではなく，さまざまな利害関係

者の集まり(星座)なのである。例えば，貿易

機関，規制，消費者自体，生産者グル…プも複

雑かつダイナミックな相互作用をしながら産業

を構成するのである。

第 4段階に入ると，東アジアにおける半導

体産業形成の目的は，先進企業の下議工場や事

業の檎完的存在から，世界半導体市場のなかで

成功的に競争する段階へ転換した。例えば，持

続的な製品開発サイクル，開発提携，研究開発

活動の充実，自社ブランド生産への移行，産業

構造の高度化，複雑化が進むのもこの時期であ

る。

彼らによると，特に韓国の半導体産業の場

合，産業政策の目的が，韓国半導体産業の育成

のために産業化の初期段階からそのレパリッジ

能力と翰出スキルを身につけていた韓国財鶴を

刺激し，ハイ・ 1)スク，ハイ・リターンの VLSI

分野に進出させたところにその特離がある。

企業を取り巻く競争環境は臨時変化してお

り，これに従って競争環境変化に対する適切な

戦略的対応が必要となってくる。同じく，企業

の資源基盤も時間が絞っにつれて変化していく

ため，資源恭盤の変化に対する戦略的対a、が必
要となってくる。また，現在の経営戦略は未来
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磁表6:経営戦略と資源の動態約擦係

(J) /' 
戦絡の流れ / 

現在の戦略(持点:t)

資源苔積戦略

現在の資源と能力

(時点t)

市場および競争戦略

V 

未来の戦略{時点十1)

資源蓄積戦略

市場および競争戦略

斎場および競争戦略

未来の資源と能力

(視点 t+3) 

の経営戦略を遂行するために必要な新しい資源

と能力を創出し，未来の望ましい経営戦略は，

過去と現主から蓄積された資源、によって支えら

れなければならない。つまり，企業の資源蓄積

諜程と経営戦略はお互いに密接な関係を持って

いる。この両者が適合すると，競争優位を創出

することが実現可能となる。

李(1999)によれば，経営戦略と資源は動態

的な関係性を持ち，このような考え方は，図表

6のように示される47)。図表 6の①の過程は，

資源と経営戦略の静態的関係を表す。即ち，現

在の保有資源、と能力を考癒して経営戦略は遂行

され，現在の経営戦略は，保有資i原と能力を最

大限活用しなければならない。従って，現在の

経営戦略をサポートする十分な資源と能力を保

47)李主雲南 (1999)，伊丹 (1996) も類似、した概念を提

示しているが，本稿では，主に李の枠組みを用いる。

/-n② 

出所:李主主雨(1999)，p.220より筆者作成

有しているか，また，経営戦略が保有資源と能

力を効果的に活用しているのかを把握しなけれ

ばならない。一方，②の過程は，動態的関係を

表す。現在の時点で遂行される経営戦略は，未

来のt十 1時点での資源と能力を創出し，この

資源と能力は再びt十 l時点の経営戦略に影響

を及ぼす。

現在の経営戦略が未来の資源と能力を創出す

る過程は大きく 2つに分けられる。

第 Iに，資源蓄積戦略である。企業は工場

増設，設備購入，研究開発投資などを通じて現

在推進している経営戦略をサポートし，未来の

望ましい経営戦略の遂行に必要な資源を蓄積し

ようとする。この際，どのような資掠と能力に

投資を行うかによって，その企業の資源基盤に

変化が起き，未来保有資源と能力が変わってし

まう。企業はこのような資源蓄積戦略の策定に

あたって，特定時点のみに必要な資源よりは現

在と未来のさまざまな場面を通じて使用できる
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資源と能力に焦点を合わせなければならない。

そして，できるだけ持続可能な競争優位を創出

し，可能な資源と能力に投資しなければならな

しミ。

未来の資源創出と関連した 2つ自の要因は

市場および競争戦略である。企業は成功するた

めに自分自身に有利な市場を選択し，生産，奴

売などの側溜で競争活動を行う。ところが，面

白いことに，このような経営戦略を遂行してい

る潤に資源と能力が自然に蓄積されていくので

ある。つまり，与えられた経営戦略を毎日実践

している過程のなかの 1つの副産物として新

しい資源や龍力が創出されるのである。

また，図表 6は， 2つの流れを表している。

それは， t，t+l，t十2…の各時点をつなぐ経

営戦略の流れと資源の流れである。この 2つ

の流れは，上述した①と②の過程によって，相

互に密接に関連している。この 2つの流れが

適合していると，持続的競争優位の確保が容易

になる。

実際， Casioは半導体チップ技術に集中的投

資を行ったが，この半導体技術は，電子計算機

だけではなく，デジタル時計にも活用可能な技

術であった。従って， Casioは，このような半

導体チップ技術を蓄積することによって，主力

事業を電子計算機から時計産業へ無理なく転換

することができた。それ以降， Casio は，この

技術をもとに事務自動化 (OA分野)と電子楽

器分野に進出することに成功した。

経営戦略と資源の動態的な展開過程を整理す

ると，企業は投資受益率， cash flow (資金の

流れ)などの短期的成果の様大化に執着して現

在の経営戦略を策定してはいけない。つまり，

経営戦略と資源の 2つの流れを長期的観点か

ら河時に考癒しなければならない。特に，資源

の流れを考麗しないまま経営戦略を策定する

と，長期的に食業の競争能力を低下させてしま

う悪循環に翫りやすい。その場合，現在の経営

戦略は未来に必ず必要となる資源と能力を創出

できなくなってしまい，企業の資源基盤は脆弱

化する O これが原国となり，食業が選択できる

戦盟各的代替案は減少してしまい，その企業は競

争優位を失ってしまう。

資源、と経営戦略の動態的過程のなかでもうひ

とつ注目しなければならないのは，経営戦略と

資源との関の一時的不均衡が時には競争優位の

獲得に必要となることである。資源と能力の十

分なサポートを伴わない特定経営戦絡の遂行は

非常に危険であり，莫大な損失を招く可能性が

ある。しかし，時にはこのような無理な戦略強

行が将来の競争優位を獲得するときに決定的に

貢献をする場合がある。つまり，短期的には戦

略遂行の支輝になり，損害の原田になるが，長

期的には未来に望ましい戦略遂行に必要な無形

.有形の資i躍を創出するのである。

たとえば， Casioの場合，十分な能力と経験

を持たずに半導体チップ技術に進出した。この

会社は，半導体関連技術不足のために一時的に

苦境を経験するが，結果的にはこの経営戦略の

実践を通じて IC設計技術を蓄積し，新しい競

争優{立を確保した。また，韓国の現代電子も競

合他社と比べてはるかに還く半導体産業に進出

し，その関連技術や能力が蓄積されないまま，

しばらく経営危機を経験するが，苦労しながら

も彼らが蓄積した半導体製造技術は，関連部品

産業と技術を蓄積させ，半導体産業における競

争優位確保に大きく貢献した。

上述した Casioや現代電子の事例分析でもわ

かるように， RBVは，半導体産業の実証分析

のフレームワークとして有効であると思われ

る。資源と経営資源の動態的な展開過殺と経営

戦略遂行持の一時的不均衡創造は，実際の半導

体産業分析時，従来の先行研究と重なる部分と

棺違する部分を若子残すものの，半導体産業分

析の有効な手段としてRBVは欠かせないもの

である。

3.半導体農業を取り巻く他企業との協調関係

を通じた資源蓄積

半導体産業の発展プロセスを企業の内部的要
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国から探索する最後の研究グループとして企業

間の戦略的提携やネットワーク戦略を用いる研

究と，急速に発展してきた韓関の半導体産業に

関する問題点を指摘する研究があげられる。

李(1995)は，半導体産業の特徴上，戦略的

提携は欠かせないと主張している。彼女は，韓

国半導体 3殺の戦略的提携の特離を 1990年代

以前と以降に分け，形態別，動機別，製品別，

地域加に考察した。まず，形態別特徴は， 1990 

年代以前は，韓国企業が技術的に劣っていたた

めに一方的な技術移転(one-waystreet licens-

ing)の割合が高かったが，最近は，韓国企業の

DRAM技術力が向上してきて，提携の形態も

単純ライセンシング契約から戦略的提携形態で

あるセカンド・ソーシングおよび技術交流，共

同開発などの形態へ変化してきている。次に

動機別特徴は，技術導入形態から技術交流，特

許共有などの相互補完的な資産の共有形態が増

加している。次に，製品別特徴の変化を見ると，

韓関 3社の製品別提携現況はメモリ分野に片

寄っていた。最後に，地域別特雛を考察すると，

大部分の提携先が米国の食業に片寄っており，

B本やヨーロッパなどのさまざまな提携先に多

様化させる必要が発生している。彼女は，戦略

的提携を活性化するには，産業政策および金

融，税金体制を整備することや外国企業の圏内

提携活動推進上の営業環境改善，国家関，業種

別に差別化された提携戦略の必要性を力説して

いる48)。

金(1996) と趨 (1997)は，半導体産業にお

ける戦略的提携の現況と傾向分析を通じて以下

のような結果を導出した。第 1に，半導体産

における戦略的提携は毎年増加している。そ

のなかでも投資提携が一番伸長している分野で

ある。戦略的提携のパートナーは主に米国だ

が，最近はアジア地域食業との提携も自立って

いる。第 2に，戦略的提携は半導体産業にお

48)李景姫(1995). 

いて生存競争の経営戦略として認識されてい

るO 戦略的提携においては，パートナーの選定

とパートナーとの関係維持が戦略的提携の成否

に大きな影響を及ぼす。第 3に，半導体蔑業

の発援のためには，政府の特別な対策がなけれ

ばならないとしている。つまり，政府は半導体

産業をパックアップする産業インフラを構築

し，企業は業界間協務体制構築，世界的なマー

ケティング・ネットワーク構築，そして提携専

門家の育成に全力を詮がなければならない。ま

た，彼らは，韓鹿半導体企業の現在の戦略的提

携の再検討が必要で、あると述べ，特に技術力お

よび生産能力を儀えている先進企業を追い抜い

て先に戦略的提携の有利なポストを先占するた

めには，既存の中核能力を強化しながら非メモ

リ分野の独占的技術(criticalresource)を確保す

るしかない，と主張している制。

次に，韓国半導体産業の問題点と競争力強化

に関するいくつかの先行研究をまとめて説明す

る。 1960年代中盤からスタートした韓毘半導

体産業は急速に発展してきたが，いくつかの間

題点を抱えていると，彼らは指摘している制。

第 1に，韓国半導体産業において，発展初

期段階の単純経立技術は，技術導入と積極的な

研究開発投資により，独自技術の確保の段階ま

で発展してきたが，製品構造がメモリ分野に片

寄ってしまい，生産構造上の深刻な問題点を抱

えている。

第 2に，特定分野への集中投資を通じて関

連分野の成長を誘導するという不均衡成長策の

ために全体的な半導体産業の技術水準および産

業構造は大型fとされ，規模の面ではある桂度の

競争力をもっているが，基礎基幾技術と応用技

術との不足のために，生産設備の規模が大きく

なればなるほど対外依存度と技術格差がさらに

49)金総重要(1998)，定巨額大(1997). 

50)手海銀 (1997)pp.152-153，金i悶準 (1997)pp.69-
70， 趨喜廷(1996)， 重注目3、愛(1995)pp.65悶67.
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大きくなる現象が目立っている。 国内人材育成と海外技術導入の 2つの側恋が

第 3に，半導体産業は，高度の知識集約産 考えられるが，韓国政府は，圏内人材育成のた

業であるため，豊富な経験を持つ数多くの高級 め，教育システムの量的・質的改革を行わなけ

人材が必要となるが，韓国は製造技術を中心に

開発を続けてきたため，創造的な企画製品の開

発技術人材は絶対的に不足している。特に，非

メモリ部門は，設計技術が中心で，この技術は

大部分が人材の資質に依存している状態であ

る。従って，韓国半導体産業の成長潜在力を最

大化するためには設計部門の技術人材を確保し

なければならない。

上記のような問題点を抱えている韓国の半導

体産業がその競争力を強化するために，彼ら

は，以下のような提言をしている。

第 1に，先進国のグローパルな産業構造調

整に適切に反応しながら，海外投資を積極的に

行わなければならない。投資分野としては，市

場確保を目的とするメモリ，個別素子など世界

的水準に到達した半導体を中心に，まずは，リ

スクが比較的大きくない組立工程から進出をは

じめ，漸進的にウエハー加工分野まで拡大して

行くのが望ましい。

第 2に，綬営資源の脆弱性を克服するため

に戦略的提携を強化しなければならない。提携

分野としては，次世代DRAM，FLASHメモ

リ，マイクロ・コンポーネント， ASIC， 

体装備および材料などを中心に国際間共同開発

を通じて推進した方がよい。

第 3に，韓国政府は半導体関連装備産業，

材料産業，設計などに対する外留からの直接投

資を積極的に誘致しなければならない。そのた

めに韓国政府は，外国人投資および技術導入に

伴う行政手続きの衛格化，経営資金識達手段の

拡大，投資立地確保などで外国企業のための国

内基盤を確立しなければならない。

他方，韓国政府は韓国企業の海外進出を促進

するために金融，保険などの財政的支援と各宙

開に投資環境の情報を収集する支援とを強化し

なければならない。

併せて，技術人材の丹滑な確保のためには，

ればならない。

第 4に，国家間産業技術力を強化しなけれ

ばならない。菌家掲協力機関である韓米科学技

術協力協定，韓米産業技術協力財団，韓日産業

技術協力財団などを活用し，国際共同研究開発

事業の推進，共同投資および技術交流など椋互

協力基盤が形成できるよう，韓国政府は具体的

な倍加・産業別実践方向を示さなければならな

しミ。

N.先行研究の総括と制産的アプローチと

RBVアプローチの統合可能性

本節では，これまでの先行研究の分析をもと

にその限界を簡単に述べた上で，半導体産業分

析の有効な手段として RBVアプローチと制度

的アプローチの統合可能性に関して述べ，本稿

の分析枠組みを提示する。

N-l.先行研究の総括

まず，半導体産業発展プロセスにおける制度

的アプローチの臨界は，大きく 3つにまとめ

られる。

論者跨の強識の程度は違うものの，半導体産

業発展プロセスにおける制度的アプローチは分

析単位が産業単位であるために個別企業の戦略

や組織まで具体的に論じられていない。しか

し，半導体産業発展のプロセスは個別食業の戦

略や組織運用の寄せ集めで説明できるものでは

ない。最近，半導体産業不況のなかで，多数の

半導体金業が苦戦している。しかし，そのなか

でも将来的に明るい展望を持つ企業とそうでな

い企業の違いは明らかであるが，従来の制度的

アプローチだけでは十分な説明ができない。

次に，産業政策の重要性を強調する研究や半

導体産業を取り巻く国際政治および経営環境の

分析は，徹別企業の戦略や組織の経営環境への



138 (568) 経済学研究 51-4 

対応の重要性を見落としている場合が多い。従

って，半導体産業分析の新しい可能性を開いた

ことには間違いないが，個別企業の創造性や革

新性はほぼ考麗していないために，環境変化に

対して能動的に行動する企業マネジメントの分

析に成功したとは言い難い。

韓国の張(1997)は，半導体産業を Porter

の5-Forcesモデルで分析したoPorterモデル

は，産業構造の理解を容易にしてくれるし，産

業全体の受益率の高低の理由を効果的に説明し

てくれる有用な枠組みである。しかし，産業構

造分析が静態的なモデルであるために，ダイナ

ミックに変化する半導体産業を分析することは

難しい。また 5-ForcesModelは，各企業

の具体的な個別的競争戦略を反咲していない。

次に，半導体産業発展プロセスにおける RBV

アプローチの業績と眼界に関して論じなければ

ならない。

まず，半導体産業における後発業者の優位性

と追撃過程に関する既存研究の限界に関して

は，大部分の論者が日韓の半導体産業を“後発

業者"という開じ大きな枠で分析していること

があげられる。たとえば，“後発業者"のなか

でも閣や置かれている競争環境によって，それ

ぞれ異なるパターンの経営戦略を立てて実行す

るのではないだろうか。さらに，雨盟半導体産

を支えている個々の企業の戦略もそれぞれ異

なっているのではないかと思われる。ついては

このような偲々の利害関係者である各企業の

(半導体企業)戦略策定および実行，成果およ

び成功要因，問題点に関して研究を進める必要

がある。

次に，資源の動態的展開過程と半導体産業発

展に関する研究の限界に関しては，東アジア諸

国における半導体産業発展プロセスを 4段階

に分けて説明したが(Cho& Mathews， 2000)， 
発展プロセスの各場面における各国の保有資源

や制度・競争環境の違いが明確になっていない

ため，彼らが批判していたはずの企業の集回(集

合体)としての産業の存在をみずから認めてし

まうような結果となっている。また，李(1999)

は，資源の動態的展開過程モデルでCasioの事

例を，意図した資掠の不均衡創造と現在の保有

資源と将来の戦略策定の関係とで説明してい

る。繰り返しになるが，李を含むRBV論者に

よると，半導体企業に競争擾位を持たせる資源

は，模倣も不可能で移動も容易ではないとして

いる。模倣あるいは取り引きが不可能である資

源であれば，このような資源は把握が国難か，

あるいは成功裡に資源が形成された要因が不分

明なことになる。従って，われわれが資掠が競

争優位をもたらす要因であることに気づくの

は，そのような資源を保有した企業が競争優位

をもって成功した時である。

最後に，日韓半導体産業の戦略的提携と

体産業の競争力強化に関する研究の業績と限界

に関しては，大規模投資を要する技術集約的な

産業である半導体産業の特性上 1つの食業

が負うリスクを分散しなければ，これからのグ

ローパル競争環境のなかで生存できなくなって

しまう。半導体産業における戦略的提携の必要

性はそこにある。しかし，戦略的提携の重要性

は強調されているものの，その弱点に関し

及した研究は少ない。半導体産業のような技術

革新の速い産業においては，中核技術の保有が

企業生存の必須条件となってしまう。しかし，

アウトソーシングや戦絡的提携に依存しすぎる

と，自社の資源がi漏出してしまっているため，

戦略的パートナが競争相手に変身した場合の対

応が難しくなってしまう。また，韓国半導体産

業の生産構造上の問題とともに人材問題を取り

上げている先行研究が多数存在するが，その解

決策を韓毘政府に求める研究がかなり多い。し

かし， 1997年韓屈を襲った IMF事態は，韓

国財関の韓国政府に対する絶対的な信頼惑を変

化させた。グローパリゼーションが進むなか半

導体企業も他産業と問様に政府の保護や政策に

頼らず，企業自ら積極的に激変する競争環境に

対応しなければならないのである。
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N-2.統合的分析枠組みの提示 ントの問ではその国境や規模，産業を関わず，

以下では，上述した先行研究の業績と限界を 密接に関連付けられていると思われる。

踏まえた上で，半導体産業分析において，制度

的アプローチと RBVアプローチの統合可能性

に関して述べる。

従来，企業を取り巻く制度とマネジメントの

関係について注目した先行研究がいくつか存在

する。

軽部(1997)は，日米半導体産業において，

問国の経済制度的要因がそれぞ、れ独特の資源投

入パターンを生み出した，としている。彼は，

日米の経済制度的要因の棺違として，労働市場

の流動性と制度としてのベンチャーキャピタル

の存在とを挙げている。つまり，アメリカの方

が労働市場の流動性が高く，ベンチャーキャピ

タル制度が確立しているために事業の外部化が

促進されるが，日本の場合はまったく反対であ

る。彼は，このように経済制度的要国が各企業

の資源投入インセンテイブに与える影響に注目

した

一方，食業の戦略と制度との関係牲に言及

した先行的研究としてKhanna& Paleput 

(1997)が挙げられる。彼らは， r企業は，その
戦略を「制度的背景J，つまりその国の製品，
資本，労働市場，法制度，契約を実行させるた

めのメカニズムに適合させなければならない。

新輿経済では，先進経済とは違ってこれらの分

野の全て，または大部分の制度が脆弱である。

このような制度的背景の違いは，多角化企業が

インドネシアやインドなどの開発途上国の経済

で成功し，アメリカやイギリスなどの先進国経

済で失敗する原田を明らかにしている。Jと述
べている5九彼らは多角化会業が海外進出する

際の制度的環境への適応の重要性を主張した

が，企業を取り巻く制度や競争環境とマネジメ

51)鞍部大 (19百7).

52)削棚a&倒 epu(1997). 

他方， Schwe出(1988)は，戦略意思決定の

プロセスを合理的選択および認知過程，組織過

程，政治過程の 3つのパースペクティブに分

類した。彼は，戦略意思決定における政治過程

パースベクテイブの存在を次のように説明す

る。「絞営組織が外部の政治圧力や制度などに

従属していることとして政治過程が組織におい

て偏在していることを知っているならば，外部

および内部の政治的諸力のマネジメントを改善

するためには，どんな示唆が与えられるであろ

うか。 Pfeffer& Salancikは，外部依存性や外

部任力を管理するために， 1菌加企業や企業の集

屈によって使われる戦略の例を挙げている。戦

略は 3つのカテゴリーに分けられる。組織相

互依存性を変更すること，総織衛行動の共同構

造を確立すること，法律や社会的制裁を通じて

相互依存性を統制することの 3つである。こ

の中の最後の戦略について，法律や社会的制裁

の利用は典型的には次の 2つの機能のどちら

か一方を含んでいる o(1)選挙活動， (2)政府の意

思決定者に影響を与えたり世論を変化させよう

とする試みを含む政治活動の 2つである。J53)
何れにしろ戦略意思決定のプロセスにおいて，

政治過程パースベクテイブの存在は，企業のマ

ネジメントと企業を取り巻く制度とが密接に関

係していることを示唆している。

しかし，上述したいくつかの先行研究では，

企業を取り巻く制度とマネジメントとの関係性

に注包したが，制度というものを外部圧力的な

存在，つまり不変な存在としてみなしている。

従って，企業のマネジメントと制度の関係性に

ついては，企業そのものが制度に従属されてい

る存在であるために，会業みず、から制度に働き

かける視点や制度と企業マネジメント間の格互

53) Schwenk， C. R. (1988). 
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作用に関しではあまり強調されていない。しか また，国家の基幹産業と呼ばれる鉄鋼業，造

し，現実問題として，半導体産業における企業 船，半導体産業などの場合に，企業の持続的競

の持続的競争優位を究明するためには，制度と

企業マネジメント隠相互作用まで分析の視点に

入れなければならない則。

半導体産業における企業の持続的競争優位の

規定要国を簡単明療に説明するのは難しいが，

それは半導体産業を取り巻く制度的要因だけで

決まることでもなければ，企業マネジメントそ

のものだけで全部決定されるものでもない。制

度論の根農に流れている大きな潮流は，人間が

みずから作り出した制度そのものが自然的なも

のか，人工的に作り出されたものなのかは別と

して，企業マネジメントを行う擦に，企業を取

り巻く制度が企業マネジメントの制約条件とし

て働き，企業のマネジメント全般が制度によっ

て左右される，従来の経営戦略分野で言われて

きた「環境決定論Jに近い議論である。このよ
うな企業および紙織の構造プロセスが環境に依

存するという「環境決定論J的な視点は企業の
主体的な行為を見落としている。他方， RBV 

は， Porterの産業構造分析モデル，競争優位モ

デルでは説明できなかった企業の競争優位創出

過程および競争優位の持続性をある程度補完し

てくれたが，資源や能力(capabilities)の概念を

あまりにも拡張しすぎた簡がある。また，異質

的で，模倣不可能な経営資源の確保が企業の持

続的競争優位の掠泉になると説明しているが，

来して RBVの基本的主張は常に通用するもの

なのか。例えば，企業を取り巻く制度がかなり

タイトになり，企業の創造的な企業活動が制約

される場合でも RBV論者が主張する戦略の本

質は変わらないものなのか。

54)企業マネジメントと制度との穏友作用に関しては，

青山 (19百9)，金 (2000)が君主にその基本的なアイ

デイアを提示しているが，本稿では，彼らの分析枠

組みをさらに発展させ，企業を取り巻く総度・競争

環境と企業のマネジメント(絞営資源の動態的展開

滋程，経営戦絡，経営組織)関の相互作用に注目す

る。

争優位の源泉は果して RBVだけで説明できる

のだろうか。こういった産業を取り巻く制度が

かなりタイトな場合には，企業のマネジメント

が保護され，戦略的資源(criticalresource)の特

質がまだ表面に出ていないため，半導体産業に

おける企業の持続的競争優位を規定する要因は

RBVだけで説明できないのではないだろう

か。つまり，企業を取り巻く制度が緩やかにな

ってはじめて，企業のマネジメントを RBVア

プロ…チで説明した方が妥当性を持つのではな

いだろうか。一般的に， RBVでは企業の有用

で，稀少で，完全模倣や代替の不可能な経営資

源の保有が，競争優位の源泉のもとになると説

明するが，このような企業の経営資源的優位伎

はあらゆる制度的変化のなかでつねに通用する

ものではないと恩われる。

従って，半導体産業における企業の持続的競

争優位の源泉を説明するには，既存の制度論で

議論されてきた制度の規制性，規範性，認知性

が変遷して行くことによって，企業のマネジメ

ントもそれに反応し，変化して行く過程を検討

する必要があるのではないだろうか。さらに

は，企業マネジメントの自由裁量権が完全に企

業に移転してきた時には，それまでに企業内部

に蓄積されてきた戦略的資源の保有が企業生存

の成否を左右する重要変数になり，今度は企業

を取り巻く制度に対して自ら働きかける立場ま

で発展していく可能性が存在するのではないだ

ろうか。結局，企業マネジメントと制度との棺

互作用によって半導体産業における食業の持続

的競争媛位が決定される可能性は排除できない

のではないだろうか。

よって，本稿においては，上述した先行研究

の限界を踏まえて，急変する半導体産業をより

現実的に分析するために， RBVと制度論を用

いることにする。既に述べたようにRBVは企

業が保有している資源によって戦略が決定され

るという論理である。各企業は資源と能力の函
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で異質であるために，各企業は自社が保有して 以上を踏まえて，企業のマネジメントと制度

いる資源によって必要な戦略を選択しなければ との相互作潟を分析するため，本稿の分析枠総

ならないという論理である oRBVは， Porter 

の5-Forcesモデルでは説明できなかった個別

企業の経営戦略の差異を探求する作業を祷完し

てくれる。 RBVも資源の分類基準や体系的な

理論がまだ確立されていないために批判も多い

が， B韓半導体企業をより現実的に分析するた

めの分析視点をより多面的にする必要があると

患われる。

加えて，本稿では RBVとともに制度論の概

念を用いることにする。制度は，広い範闘でさ

まざまな学者により定義されたが，本稿におい

ては，制度の制約性，すなわち社会あるいは企

業を規制する制度の機能に注目するとともに，

半導体企業のマネジメントと半導体産業を取り

考会く制度掲の相互作用を分析しなければ半導体

企業行動分析における重要な側面を見務とす結

果となってしまう。

すなわち，日韓の半導体企業を分析するため

に，各企業の保有資源の差による経営戦略の違

いも論じるべきだが，各企業あるいは日韓半導

体産業を取り巻く両国政府の存在や政府の産業

政策の影響力，半導体業界の'慣習，知的所有権

など個別企業の企業活動を制約，促進する要国

はかなり多数存在している。制度論では組織が

制度化された環境に埋め込まれている。例え

ば，この理論だけで羽韓半導体産業を分析しよ

うとすると， B韓半導体産業は問題政府の産業

政策や政府の指示に従って動いているだけにな

る。しかし，本稿においては，制度論の一部を

援用して全体的な枠組み構成に適用するが，全

体的な分析の流れが制度論を踏襲したものでは

ないことを明らかにしておきたい。制度，半導

体産業という広い概念の中に各企業の保有資源

の蓋による資源展開のパターンの違い，経営戦

略渓関の違い，経営組織形成の違いが存在す

るO これら各要素は制度，競争環境の変化との

相互作用を通じて各機能を果たしているととも

に企業成果とも密接な関連性を持つ。

みを構成する主要要素を説明する O

①制度および競争環境の変化

企業は企業を取り巻く制度の中で企業活動を

行っている。一般的に，制度は慣習， f:云統，因

習，規則，法律などを含む概念として理解され

ている。しかし，制度はさまざまに定義されて

きた。 No地(1990)は，自律的あるいは半自

律的な制度の形態を紹介しながら，規則システ

ムと強制システムとが制度の特徴である，と述

べている。一方， Scott (1995)は，制度が異

なったレベルで作用する，と説明している。

Scottによれば，制度のレベルにより制度が影

響を及ぼす範菌も異なってくることになる。

では，企業を取り巻く制度というものはどう

いうものなのか。

ある罷の産業においては，政府の役割が注百

される産業分野が存在する。例えば，国家の産

業政策の方向性によって，その留で企業活動を

行っている個別企業の企業行動は大きく影響さ

れる。また，政府そのものも蔑業全般に影響を

及ぼす力をもっている。ここでいう政府そのも

のの産業への影響とは，産業政策レベルでの議

論とは若干性格が巽なり，産業再編成，財閥解

体など企業の生存を左右する，もっとマクロ的

な政府の影響力を指す。企業のマネジメントを

分析する際に，個別会業の能力や事業戦略，経

営組織だけでは個別企業の興亡盛衰の過程を説

明しきれない部分が出てくる。結局，その部分

に関しでは，政府という制度的な要因を用いて

説明した方が理解しやすくなる O

社会秩序を維持する機能を果す制度は，さま

ざまな次元に存寂するものの，食業のマネジメ

ントと密接な関連性を持っていることは関連い

ない。 Scott(1995)が提唱した規制的，規範

的，認知的制度の次元のなかで注目すべきとこ

ろは， r個々の制定が別々に作用するのではな
く，制度の総体的な組み合わせのなかではじめ
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て完全に作用するjという部分である。このよ

うに企業を取り巻くさまざまな制度が企業マネ

ジメントに多大な影響を及ぼすのではないかと

考えられる。従来の環境決定論でよく論じられ

てきたように，企業マネジメントを制約する要

国として制度が挙げられるであろう。具体的に

本稿では，このような制度的要罰，特に偲別企

業を取り巻く制度の強度に注自する。即ち，さ

まざまな制度の次元の差異と企業マネジメント

との関係性を解明する必要がある。恐らく，こ

の問題は，制度と組織照調整や比較制度分析の

議論とも関係しているO つまり，企業マネジメ

ントに大きな影響を及ぼす要因として，各国の

政治および経済体制の存在，ならびに独特な産

業特性などを捉える必要がある。

一方，企業は外に関かれたシステムであり，

制度や外部競争環境と不断の相互関係を営んで

いる。その制度や外部競争環境は常に変化し，

進歩するという性格を持っており，そのために

制度や外部競争環境の変化に応じて企業のマネ

ジメントを変更・変革しなければ，企業の存続

は国難になる O また，今日企業を取り巻く競争

環境がめまぐるしく変化しているなか，特に技

術の変化が激しい産業分野においては，独自の

技術を蓄積することが会社の運命を左右する場

合が多い。すなわち，競合他社より新製品やザ

ピスの開発が遅れた企業は，ぞれなりの代備

を払わなければならない。また，企業のマネジ

メントは為替レートの変動，貿易摩擦などの国

際経済の変化に大きく影響される。 また，企

業のマネジメントは，各々の企業が参入してい

る産業の特性にも大きく左右される。特定の産

業においては，その産業をめぐる鹿辺産業の影

響を非常に受けやすいケースもある。近年では

前述した制度や国際競争環境が読めないという

不確実性や関係する制度や国際競争環境の構成

要素が多様化・複雑化している55)。従って，企

55)木戸康彰(1996)p.ll. 

業マネジメントにおいて従来，与えられた環境

でしか捉えなかった制度や競争環境の変化に対

して企業がどう対応していくかが非常に大事な

課題であるといえよう。しかし，前述した制度

や競争環境への対応が企業の外に対する受動的

姿勢だけを強調するわけではない。企業は企業

を取り巻く制度・国際競争変化に対して受動的

に対応する存在であると同時に，能動的に働き

かける存在でもある。

②企業マネジメント

本穏では，企業のマネジメントとは，経営資

源の動態的農関過程，経営戦絡，経営組織の

3つの要素で構成されるとみなす。以下では，

その 3つの要素に関して説明する。

②… 1経営資源の動態的展開過程

企業のマネジメントに大きな影響を与える要

閣の lつとして，経営資擦が挙げられる。企

業の経営資源を具体的にどのように分類するか

に関しては決まった原則はない。本穏では，経

営資源を物的資源，人的資源，情報資源，その

他の綬営資源の4つの領域国)に分けて議論す

る。具体的には，最高経営者の戦略的意志，資

56)経営資源の具体的な内容については以下を参照せ

よO

l.人的資源

企業マネジメントを考える際に，良質の労働力確

保が事業戦略策定のキーブアクターとなる。ある留

の産業においては経営資源となるものが，他の国や

産業においては負の経営資源になる場合もある。た

とえば，産業構造が高度化していくにつれ，労働集

約型産業から知識基猿産業へシフトした擦に， at存
の良質で低賃金の労働者が優秀な人材として存続す

ることはあり待ないことである。時代の変化に伴

い，求められる人的資源も変化するのである。

一方，人的資源は最高経営者の戦略的意志(8仕ate-

gic intent)も含む概念である。特に権威主義型政府

形態の図においては，最高経営者のビジョンと戦略

的意志が持続約な投資，技術調発を可能とさせる源

泉になっている。

2.物的資源
工場の規模，研究設備，関定資産の用途転換可能

性，資本設僚の寿命，回定資産の奔叛売価値，資本

支出に対する現金保有比率，宿泊等級，負債/資本
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金力，流通および営業龍力，工程管理能力，組 し，それを配分(allocation)，活用(utilization) 

織構成員の学習能力，国の教育水準，情報収集 した後，再び資源を獲得するという一連の過程

および把握能力，提携企業などから調達する先 (経営資源の動態的展開過程)と経営戦略と経

進技術，提携先企業，ブランド，特許，工場な

どが経営資源に含まれる。

このような経営資源は，経営戦略や経営組織

の策定や形成に大きな影響を及ぼすし，逆に経

営組織や戦略の方からも多大な影響を受けなが

ら存在するのである。

しかし，本稿では，上述した経営資源を静態

的に止まっている存夜ではなく，活発に変化し

ている動態的存在として捉えている O 従って，

各会業が各々の経営資源を獲得(acquisition)

比率，資金動員カなどを含む概念である O 本稿では

特に企業が保有する協定資産と資金動員カに注目し

ている。

3.情報資源

知的所有権(特許権，著作権など)，企業秘密等

の独占技術およびノウハウなど，専門技術を包括す

る技術資源，技術革新資源を含む概念である。特に

技術条約型産業においては，各企業の独自な R&D

(研究開発)能力が求められる。また，急変する制

度や00際競争環境の変化を勘案すれば，情報獲得能
力も重姿な経営資源となる。

4.その他の経営資源

上述した経営資源以外にも重姿な経営資源は多数

存在する。たとえば，資源、与件である。資源、与件を

個別企業がおかれている環境と捉える発想もあり得

るが，資源与件のなかには入閣の意志によってコン

トロール出来る部分があるため，資源与件(例えば，

気候，地震などの資源環境を人間が変えることはで

きないが，工場の位置選定の際に，工場に最適な環

境を選ぶことはできる。)も企業の経営資源の一部

に含めて考えることにする。次に，その他の経営資

源、として，流通および営業能力，ブランドイメージ，

交通利便性，関連企業群の集中皮，制度的な支援な

どが挙げられる。流通および営業能力は人的資源，

情報資源とも分類しきれない部分があるが，産業に

よっては営業特有の流通，営業ネットワークを要す

るため，本稿では，既存の資源概念と分類して考察

することにする。また，サプライヤーに対するブラ

ンドイメージは各社の事業戦略策定に多いに関係し

ている。最後に，政府の公害に対する規制や行政サ

ピス，税総，金高虫歯での支援は，産業発展に大き

な影警撃を及ぼす。

営組織とが適合してはじめて，企業マネジメン

トはうまく機能する。

② 2経営戦略

経営戦略には，企業が全体として参与する

業領域を決定する企業戦略(corporatestrategy) 

と個別事業部内の競争戦略を決定する事業戦略

(business strategy)とが存在する。企業がどの

事業分野に参入するかを決めるのが企業レベル

の戦略であり，参入する事業でどのように受益

率を高めるかを考えるのが事業部レベルの戦略

である。

企業戦略は，その企業が参入する市場と産業

の範闘を決定する。すなわち，企業戦絡は，多

角化，量産的統合，食業M&A(買収&合併)， 

海外事業進出などの決定や，各事業分野への経

営資源の配分，また新規事業進出と既存事業部

門からの撤退などの決定を意味する O

一方，事業部戦略は，企業が各市場のなかで

競争する兵体的な方法を意味する。企業が競争

環境のなかで勝ち残るには，競合他社より

優位を獲得するための戦略が必要となる。その

競争優位を確保，維持する戦略が事業部レベル

の戦略である。

企業の戦略を事業部戦略と企業戦略とに分け

ることは，企業が複数の事業へ参入しているこ

とを前提としている。もし1E業が多角化されて

おらず，単一品目だけを絞り扱っているのであ

れば，事業戦略と企業戦略を度分する必要はな

くなる。単一業種企業にとって，事業部戦略と

企業戦略は同じ概念である。

尚，本稿では事業部レベルより下位水準の戦

略である機能別戦絡，すなわち人事， R&D， 

財務管理，生産，マーケテイング戦略を事業部

戦略の次元に含めて考察することにする O 詳細

な機能別戦略に関しては経営戦略分野よりは生

財務管理，マーケテイングなどの機能

別研究分野で議論されているため，本稿では詳
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しく議論しないことにする。

いうまでもなく，経営戦略は経営資源の動態

的展開過程，経営組織と密接に関連しながら農

関していくのである。

3経営組織

企業がさまざまな組織形態のなかで何を選択

するかは，その企業が置かれている状況に左右

される。例えば，その食業の経営資源、や経営戦

略に大きく影響される。また，各企業の異質な

経営綴織は，経営資源や経営戦略の展開に大き

な影響を及ぼす。従って，各会業のマネジメン

トの異質性を{足す大きな要因のーっとして経営

組織の存在を無視することはできない。周知の

通り，経営組織を構成する要素の中には，組織

形態(struc恒久fonn)など目に見える部分(vis-

ible)と，組織文化，コミュニケーション， 1)_句。匂

ダーシップなど目に見えない部分(invisible)が

存在する。こういった経営組織の諸要素は，企

業マネジメントにおいて共に重要な役割を果し

ている。また，経営綴織は国定的，不可変的な

ものではなく，流動的存在である。すなわち，

各社の異なる経営資源によって特有の経営組織

が生成されるかもしれないし，逆に，独特な綬

営組織の存在が特有の経営資源を生み出す促進

剤になるかもしれない。また，従来の議論では，

「組織は戦略に従う (structurefollows 位以-

egy) J 57)というチャンドラーの命題に従って，

経営綴織は経営戦略の変化に大きく影響される

と見なすが，本穏においては経営戦略も経営F組

織のあり方によって大きく影響されるとみな

す。さらに，経営組織は経営資源の動態的展開

過積と密接に関連しながら変化していく。つま

り，企業は，経営資源の動態的展開過程におけ

る最適な経営組織を自ら形成しなければならな

いと問時に経営組織の有り方は経営資源の動態

的展開過程に多大な影響を及ぼす。

57)桑田耕太郎，回尾雅夫(1999)p.279.J. R. Galbra地，
D. A. Nathanson (1978) p.14. 

③成果

最終的に企業のマネジメントは，企業が最初

に設定した目標の達成，業績，実績という結果

に帰着することになる。但し，企業の競争優位

性の獲得をどのように判断するかについては

決まった原期はない。市場占有率(market

share) .売上高，当期純利益，株主資本利益率制

など企業の実績をどのように評価するかに関し

ては，さまざまな議論がある。しかし，本稿の

呂的は，企業のマネジメントと制度および競争

環境の変化との間でどのような相互作用が行わ

れ，それが企業の存続や持続的な成長とどのよ

うな関連性をもつのかを解明する道具を提示す

ることにある。従って，各企業のマネジメント

と制度および競争環境の変化との棺互作用分析

を日的に本稿は構成されている。以上の点によ

り，制度・競争環境の変化，企業マネジメント

(経営資源の動態的展潟過程，経営戦略，経営

組織)，成果の 3つの関係に注呂して国表 7

のような分析枠組みを提示する。

V.今後の諜題

本稿では， B稼半導体企業マネジメント分析

の予備段階として，日韓半導体産業に衡する先

行研究の業績と限界，また， RBVと制度論の

半導体産業分析への活用可能性を考察した。そ

の上で企業マネジメントと制度開相互作用の分

析枠組みを提示した。

従来の日韓半導体産業に隠する先行研究の多

くは，国家主導型産業成長モデルや半導体産業

成長の要国を企業が保有する内部資源の蓄積や

企業が参入する産業へ企業自らをいかによく位

置させるかに焦点を当ててきた。これに対して

本稿では，既存の経営戦略論である RBVに立

58) (当期利益十期首期末の株主資本平均億)xlOOで

算出
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限表7 明し得る，③新たな仮説の発掘や現場の人々の

1E業マネジメント

制
度
・
競
争
環
境
の
変
化

経営資源の動態的展開過程

獲得 (Acquisition

配分(地OLdon)

活用 (Utilization)

脚しつつも，半導体産業の成長プロセスを更に

正確に捉えるために，制度論を導入することに

より，従来，別個に議論されてきたか，または

全く無関係であるように解釈されてきた企業マ

ネジメントと制度間相互作用分析を理論的に考

察した。おそらく，本稿で提示した分析枠組み

は，日韓半導体産業分析の有効な手段として活

用可能であるとともに，日韓半導体産業分析を

乗り越え，企業マネジメント全般に活用できる

可能性が高いと患われる。

しかしながら，残された今後の研究課題は多

い。雷うまでもなく，最大の課題は，実際の半

導体産業成長におけるマネジメントと制度との

相互作用を本稿の分析枠組みに即して詳細に分

析することである。具体的な研究方法としては

次の 3つが考えられる。まずは，少数の企業

を対象にした定性的アプロ…チがある。次に大

ンプル調査を必要とする定量的アプローチ

が挙げられる。最後に，この2つの研究方法の

結合もあり得る。

今後の研究の第一歩として，まずは，定性的

アプローチに従って臼韓の複数の企業に関する

事例研究を行うつもりである。こういった比較

事例分析の強みは，①研究対象の理論的属性が

浮き彫りにされる，②ある組織現象に間有な属

性を，複数の組織の対比によって，理論的に解

抱く「生の理論Jあるいは「根付いた理論jの
発見に有効である，というところにある。

国際間の企業のマネジメント比較と同時に必

要となってくるのは，研究の普遍化を留るため

に，企業の規模を間わず本稿で構築した分析枠

組みを検証してみることであろう。
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